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 序論 
本論文は，災害大国である日本における災害対応において重要な役割を担う災害初期の被害

情報の収集と適切かつ継続的な復旧・復興モニタリングについて，衛星画像の解析手法を提案

するとともにその有用性について検討したものである． 

 
1.1. 研究の背景 

平成は災害の時代と言われている．多くの災害は予期なく，我々の前に立ちはだかり多くの

人命とインフラに被害を与えてきた．火山災害であれば，平成 6 年の雲仙普賢岳の火砕流，平

成 23 年の新燃岳の爆発的噴火，平成 26 年の御岳山の水蒸気爆発による爆発的噴火など，火山

灰，噴石や塵，火砕流などによる被害により，人命やインフラだけではなく自然環境への損害

も多く言われている．加えて，地震による災害として，2 回にわたりプレート境界面のずれが

要因となり発生した平成 23 年の東日本大震災による津波は太平洋沖の沿岸域に襲来し，多く

の人命や沿岸構造物，海岸林などに甚大な被害を与えた．また，平成 7 年の阪神・淡路大震災

や平成 28 年熊本地震，さらには平成 28 年の鳥取県中部地震，平成 30 年大阪北部地震などが

発生している．特に阪神・淡路大震災では市街地直下地震として道路をはじめとした都市主要

インフラや家屋の倒壊被害が顕著であったことや主に電気器具などによる出火が原因で家屋

の火災が広域に発生したことが特徴である．また，平成 28 年熊本地震では，阿蘇山周辺の広

範囲に大規模な土砂災害が発生したことや，益城町で木造家屋の倒壊が多く発生したことが報

告されている．梅雨時期における台風・豪雨災害では近年のゲリラ豪雨により，短時間豪雨な

どの異常気象が多く発生している．これにより，堤防の決壊による浸水被害が多く発生してお

り，平成 27 年 9 月関東・東北豪雨や平成 30 年 7 月豪雨による大規模かつ同時多発的な浸水

被害は記憶に新しい．また，短時間豪雨による土砂災害も多く発生し，谷沿いの家屋や周辺イ

ンフラ，さらには河道閉塞が発生するなど，今後の早急な防災対策が必要であるといわれてい

る．このような災害が発生した場合，規模や被害の程度から内閣府や自治体により「災害対策

本部」が設置され，自治体をはじめとしたさまざまな機関や民間企業による被害調査が行われ

ている[1]．これらは「災害協定」などの政府指定行政機関や自治体などの機関，あるいは民間

企業との協定約款に基づいて行われる．それぞれの災害調査機関の特色を活かした調査方法や

観測ツールを駆使して調査を行うことになっており，オールジャパンとしての災害調査や減災

のための仕組みづくりが求められている．このような政府指定行政機関や自治体を補佐するた

めの取り組みとして文部科学省が提唱し，平成 26 年度から始まっている戦略的イノベーショ

ン創造プログラム（SIP：Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program）事業

の内，レジリエントな防災・減災機能の強化を目的とした課題がある．この事業では衛星，AI

（Artificial Intelligence），ビックデータなどを利用する国家レジリエンスの強化として新技

術の研究開発を目的とし，開発したシステムの政府と自治体への換装を目標としている．早急

な災害対応立案のための被害概要調査やその後のしなやかな復旧・復興計画の立案のためのソ

フト面からの対応ツールや施策などを検討している[2]． 

上記のような取り組みは，近年災害の被害の大規模化や集中豪雨などの多様化，加えて今後

発生が懸念されている首都直下地震や南海トラフ地震に対するソフト対策として期待されて

いる．南海トラフ地震は平成 14 年 7 月，議員立法により，「東南海・南海地震に係る地震防災

対策の推進に関する特別措置法」が公布され，災害対策基本法に基づく平成 16 年防災白書[3]

によると，平成 13 年に専門調査会を発足し，被害想定や対応策が検討されている．首都直下

地震も同様に平成 15 年から専門調査会を発足し，被害予測や防災体制の総点検と体制確立の

ための検討を行っている．いずれの災害も大規模且つ甚大な被害が予想され，防災・減災のた
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めの対応が急務である．また，東京都では東京都震災復興マニュアル（復興施策編）を纏めて

おり，被災後 2 週間以内に復興方針を都民に対し明示することを掲げている．そのため，災害

直後の家屋などの被害把握は迅速かつ効果的に実施する必要があり，あらゆる手段を組み合わ

せた被害情報の収集が必要となっている． 

世界の災害における日本の災害の割合を図 1.1[4]に示す．自然災害による死者・行方不明者

の数を図 1.2 に示す[5]．このように日本は世界的にも火山，地震，津波，豪雨が発生する可能

性が高い災害大国であるからこそ，さまざまな災害ケースを想定し，多様な技術を駆使，ある

いはコンビネーションして災害発生時のスムーズ且つ効果的な初動対応，あるいは避難勧告・

指示を検討する必要がある．また，被災地の継続的な復旧対応の計画，そしてその後の有益な

地域特性を生かした復興計画や二次災害を防ぐためのハード面の構築などを計画する必要が

ある．また，これらを大局的に俯瞰して計画の進行状況を把握するツールが必要である． 

  
図 1.1 世界の災害における日本の災害の割合[4] 

 
図 1.2 自然災害による死者・行方不明者の数[5] 



6 
 

地表面状況を把握する手法として衛星観測画像による把握手法が近年，活用されてきている．

衛星による地球観測は 1972 年に NASA（National Aeronautics and Space Administration）

により始まった．当初，Landsatは地球観測や資源探査を目的に利用され，これまでにLandsat-

8 号まで継続して運用されている．また，8 号と同様の性能を有する Landsat-9 号が 2020 年

に打ち上げ予定である．政府系衛星運用機関においては，公共インフラとしての確立，異分野

における新たなサービスの創出を期待して中分解能衛星画像クラスのデータはフリーに衛星

画像を取得できるようになってきた．日本においても 2006 年から 2011 年まで運用された陸

域観測技術衛星（以降．ALOS：Advanced Land Observing Satellite）（図 1.3 参照）による

観測画像を一部フリーに公開し，新たな利用方法や空間情報としての利用が期待されている． 

また，近年では分解能が 1m より小さく，細かく地表面状況を把握できる衛星が運用されて

いる．これらは，高分解能衛星と呼ばれ，公的利用が中心だが，欧米では衛星データの利用拡

大と商業化を前提としてアンカーテナンシーや公民連携（PPP：Public–Private Partnership）

などにより，民間の活力を活用した方策のもと運用されている．また，民間業者による衛星の

打ち上げと同様に独自の小型の衛星バスを開発し，大量生産により多くの衛星バスを運用し，

これまで社会実装における一番のネックであった観測機会の低さに対し，小型衛星を多く利用

することによって解決し，さまざまなモニタリングサービスに利用するベンチャー企業が国内

国外問わず，増加している．こうような動向からも今後，衛星画像の利用は我々の生活に無く

てはならないツールになりえる可能性がある．この背景として内閣府による宇宙政策委員会宇

宙産業振興小委員会が発行する「宇宙産業ビジョン 2030」においても衛星画像の利用による

宇宙活動の産業化やコスト低下による宇宙利用ユーザの拡充が記載されており，宇宙産業の増

加は今後の 10 年で国内・国外問わずパラダイムチェンジすると予想されている[6]． 

このような日本を含む世界的情勢から多様な分野で衛星画像が利用されるであろう社会に

なることが予想され，減災，復旧，復興活動を総称する防災活動においても利用されることが

期待されている[7]．日本国においても国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（以降：JAXA：

Japan Aerospace Exploration Agency）をはじめとし，災害発生時には衛星画像による被害域

の抽出や二次災害危険地区の推定が行われており，防災利用実証として協定を締結する政府指

定行政機関や地方自治体と連携し，衛星画像からの抽出結果の精度向上や利便性の向上を検討

している[8], [9]． 

これまでの衛星画像にまつわる状況を踏まえ，本研究では光学・レーダ衛星画像および空間

情報を併用した災害情報の抽出精度の向上や多様な衛星によるコンステレーション利用（図 
1.4 参照）を踏まえた検討を行うこととする． 
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図 1.3 陸域観測技術衛星（だいち）[10] 

 

 
図 1.4 衛星コンステレーションによる地球観測のイメージ図[11] 
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1.2. 近年の光学・SAR 衛星画像の現状と災害情報の取得における特徴 

1.2.1. 衛星による地球観測衛星の歴史と近年の動向 

ここで衛星による地球観測の歴史について述べる．海外においては 1972 年に打ち上げられ

た NASA の地球観測衛星「Landsat-1」（ランドサット 1 号）を皮切りに始まった[12]．この打

ち上げの目的は，米国国務省による資源管理と地球研究のための地球モニタリング衛星計画か

ら成るものであり，Landsat-1 は，穀物の収穫予測，土地利用，資源探査などさまざまな利用

の地歩を築いてきた．これまで 8 号機まで継続的に打ち上げられている状況であり，衛星によ

る地球観測を牽引してきた[13]．2020 年には Landsat-9 が打ち上げ予定であり，継続的なデ

ータの蓄積による時系列変化の把握による土地利用の変遷の調査が今後も期待されている．こ

れらは政府系衛星と呼ばれ，政府あるいは関連行政機関による運用，管理がなされ，2008 年後

半から Landsat データが一般無償公開（オープン&フリーポリシー）されている．同様の政府

系衛星として欧州では，欧州連合（EU：European Union）の主要プログラムの一つとして，

宇宙データ利用促進政策は地上，海上及び大気の状況監視と市民の安全向上とともに，経済成

長と雇用を促進するための地球観測データ利用システム（Copernicus 計画）を立ち上げ，

Sentinel-1 から Sentinel-6 の複数衛星によって構成されている[14]．2011 年に Sentinel-1 を

打ち上げてからこれまで 5 機の衛星を打ち上げ，取得画像が一般無償公開されている．日本の

地球観測衛星の歴史としては，1987 年に打ち上げられた地球観測衛星「もも 1 号」に始まる．

その後，高分解能化などのチューンアップが繰り返され，多くの衛星画像を蓄積し続けた．現

在は陸域観測技術衛星 2 号（以降，ALOS-2）が運用され，インフラマネジメントや災害時で

利用され，従来の衛星画像の提供のみから衛星画像から抽出された情報・知識の提供への付加

価値としての利用になってきている．また，2020 年には先進光学衛星やその後先進レーダ衛

星の打ち上げ，運用が計画されており，継続的な衛星観測による衛星情報インフラとなりつつ

ある．また，特に米国においては 1999 年より IKONOS 衛星が打ち上げられ，高分解能衛星画

像の商用利用が始まった．IKONOS 衛星により取得された衛星画像は光学式センサであり，

可視光域（VIS：Visible）の 3 バンド，近赤外域（NIR：Near Infrared）の 1 バンドを含む 4

バンドのマルチスペクトルで分解能が 4m，パンクロマティックで 1m 程度であり，衛星画像

による高精細な情報抽出の新時代の幕開けとなった．その後，さらにマルチスペクトルの多バ

ンド化や高分解能化による光学式センサが開発され，2014 年に打ち上げられた WorldView-3

では，8 バンドマルチスペクトルで 1.2m，パンクロマティックで 0.3m 程度と高精細な衛星画

像による情報取得が可能となった．このように詳細かつマルチスペクトル情報から地表面な情

報を衛星画像から調査が可能になってきている． 

各運用機関における地球観測サービスの分類を図 1.5 に示す通り，衛星画像には観測範囲

が広い中分解能・観測範囲が狭い高分解能衛星画像がある．中分解能衛星画像は政府系衛星に

よる取得された画像の傾向があり，多様なニーズの創出やサービス化の促進を目的とて政府あ

るいは政府系企業により一般無償公開されている場合が多い．これらは米国の NASA,USGS

（United States Geological Survey）による Landsat シリーズ衛星画像，欧州の Copernicus

計画の関連機関あるいは企業から見てもわかる． 

近年，Landsat シリーズや Sentinel シリーズの政府系衛星により取得された中分解能衛星

画像データはオープンデータ化され，特に欧米では政府のオープンデータ政策の一環として，

衛星データのアクセスを容易にすることで利用開拓を支援するため，基本的には政府系衛星デ

ータのオープン＆フリー政策が導入されている．このような世界情勢の動向から日本国におい

ても，欧州と同様に，一部の高分解能の政府衛星データはデータ配布業者から有償で提供され

ているが，今後，有償，無償の整理も含めた欧米における取組状況や必要性，安全保障上の観
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点に留意しつつ，国際的に同等の水準でオープン＆フリー化を進めていく必要があるとされて

いる． 

日本においては，現在運用中の ALOS-2 は政府系衛星に分類されるが，PPP 事業として民

間企業にデータベンダー事業を委託して，有償による一般配布がされている状況である．なお，

過去に運用されていた衛星画像においては一部，一般無償公開されつつある． 

近年に発生した多くの災害に対し，日本国においては多様な観測ツールを利用した災害情報

の取得に向けて多くの観測機器による災害評価や情報共有プラットフォームを利用した即自

的な情報共有による減災を図ろうとしてきた．このような観測機器に対し，さまざまな特性を

持つ地球観測衛星や気象衛星なども観測ツールの一つであり，広域かつ周期的な特性を生かし

た災害情報の利用が期待されてきている． 

その他観測ツールに対する衛星の特徴として，衛星画像の広域性や周期性の 2 つがまず挙げ

られる．その他ツールとの比較図を図 1.6 に示す．近年，急速に普及しつつある無人航空機

（以降，UAV：Unmanned Aerial Vehicle）は飛行制限を有しているため，最高でも上空 150m

程度の観測が可能である．そのため，一般的に高解像度の画像を取得できるが，広域性には乏

しいという特徴を持ち，災害での利用を想定すると局所的な被害個所の詳細調査が主要な利用

方法ではないかと考えられる．加えて，現地に操縦者が出向くことが必要であり，比較的コス

トがかかることが挙げられる．また，天候の影響を受けるという制約を持つ．航空機やヘリに

よる調査は UAV よりも広域ではあるが，セスナやヘリの近隣飛行場の配備状況の制約がある

ことが挙げられ，UAV と同様に安全性の観点から有視界飛行のため，天候の影響を受けやす

い． 

 

 
図 1.5 各運用機関における地球観測サービスの分類[15] 
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図 1.6 災害時の被害情報収集のための観測ツール 
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衛星画像においては，地上 500～700 ㎞程度の上空から地球を周回しながら観測するため，

広域性と周期性が利点である．衛星に搭載するセンサの特性が観測画像の特徴となり，光学衛

星と SAR 衛星の主な違いを表 1.1 に示す．具体的には太陽光の地表面の反射光を観測する光

学衛星と衛星から送信したマイクロ波の地表面反射を受信するSAR衛星で大きく分類される． 

まず，地球観測衛星の初期から用いられている光学衛星は高性能カメラを搭載し，さまざま

な観測波長帯のマルチスペクトル情報を観測可能である．パンクロマティックとマルチスペク

トルの観測波長帯を図 1.7 に示す．多くの光学衛星は，空間分解能が高く（より細かく見え

る），単一波長を観測するパンクロマティック（450nm-900nm 程度）と，パンクロマティック

より分解能は劣るが，複数の波長を観測するマルチスペクトルをもつ．パンクロマティックは，

単一波長のため通常白黒で表示されるが，マルチスペクトルは光の三原色である青（445-

485nm），緑（500-560nm），赤（625-740nm），および近赤外（750-1,400nm）の観測が可能

であるためカラーで表示される．これらをカラー合成することにより人の視覚と同様の画像情

報を得ることが可能である．一方，被雲などに遮られる場合は地表面状況の観測が困難である．

光学衛星に対して SAR（Synthenic Apature Radar）搭載衛星においては，Ka バンド（波長：

0.75~1.2cm）から L バンド（15~30cm）の波長を用いることが多い．周波数の割り当てを図 
1.8 に示す．マイクロ波帯を用いていることがわかる．図 1.9 に示すおとり，一般に地球観測

衛星における SAR 衛星では，X バンド（TerraSAR-X，COSMO-SkyMed），C バンド

（RADARSAT-2,Sentinel-1）および L バンド（ALOS，ALOS-2）を用いることが多い．L バ

ンドから X バンドの波長帯のマイクロ波をセンサから送信し，地表面から返ってきた強度や波

数を画像として表示するものである．これらの SAR 搭載衛星はマイクロ波波長帯のため，雲

を透過するため被雲の影響を受けないとされる． 

 

表 1.1  光学衛星と SAR 衛星の違い 

 光学 SAR 

概要 
太陽の光を利用し，カメラを衛星よ

り下方に向けることで被写体から

の光を集め画像を生成 

マイクロ波を斜め下方向に照射し，地

表の凹凸による反射波の強度により

画像を生成 

波長 
太陽の反射光（可視光・赤外線）を

観測 
衛星が照射するマイクロ波（Ka,L,C,X
バンド）の反射強度を取得 

センサ 

受動型 能動型 

観測 直下視・斜め 斜め 
天候影響 悪天候時・夜間は観測困難 悪天候時・夜間でも観測可能 

 

ⒸJAXA 

ⒸJAXA 
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図 1.7 パンクロマティックとマルチスペクトルの観測波長帯[16] 

 

 
図 1.8 周波数・波長と使用用途の関係[17] 

 

   
図 1.9 波長の違いによる反射の違い（ALOS-2 パンフレット）[18] 

 
 



13 
 

これに加えて，衛星画像には重要なパラメーターとして分解能があり，これは画像内のセル

サイズがどの程度の大きさの地物や物体を表示できるかの尺度である．光学衛星画像における

分解能と観測範囲の関係について表 1.2 に示す．明確に定義されているわけではないが一般に

高分解能とはピクセルサイズが 1m 程度の大きさを指すことが多く，中分解能とは 3m から

10m のピクセルサイズの大きさの特性を持つ衛星センサを指す．一方でダウンリンクのデータ

容量などの理由で高分解能であるほど観測範囲は小さくなる場合が多い．光学衛星画像の場合，

一般に画像上である地物を認識するためには，その大きさ（面積）の概ね 1/5～1/10 程度の空

間分解能が必要である．つまり，空間分解能が 0.3m×0.3m の衛星画像では，1.5m×1.5m～

3m×3m 程度の地物を認識できると考えられる．そのため，それ以上の大きさ（面積）を持つ

被害であれば判読可能と考える． 

 

表 1.2  光学衛星画像の分解能と観測範囲 

 分解能：低 分解能：中 分解能：高 

解像度 10m～数 10m 程度 3m～10m 程度 0.3m～3m 程度 

観測範囲 数 100 ㎞ 数 10 ㎞ 10 ㎞～60 ㎞ 

衛星例 
Landsat-8，Sentinel-2

など 

ALOS(AVNIR)，SPOT, 

RapidEye など 

WorldView，GeoEye-

1，ASNARO など 

画像例 

 
Landsat-8 衛星画像 

 
ALOS 衛星画像 

 
WorldView-3 衛星画像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⒸNASA/USGS ⒸJAXA ⒸDigitalglobe 
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また，SAR 衛星画像の場合，X バンドは波長が短いため，地表面の細かい凹凸の影響を受け

やすい特性を持つ．一方，L バンドは波長が長いため，森林を透過しやすく地表面の細かい凹

凸の影響を受けにくい特性を持つ．現在，運用されている ALOS-2 は日本の被覆の 7 割程度を

示す森林域を透過して地表面の観測を目的としているため L バンド帯を採用している．各バン

ドの特徴について表 1.3 に示す．このように，SAR 衛星により得られる画像は用いる観測波

長帯により得られる情報が変化する．そのため，目的に応じた観測波長帯を用いることが望ま

しい．SAR 衛星における地上分解能はレンジ方向とアジマス方向で異なり SAR の分解能の理

論式は省略し，(1)～(3)の式で求められる． 

 
アジマス方向の分解能：𝑅𝑎 

アジマス方向のアンテナ長を 𝑙 [𝑚]とすると 

 
               𝑅𝑎 =𝑙 / 2 [𝑚]             （1） 

 
レンジ方向の分解能：𝑅𝑟 

チャープ信号の帯域幅を𝐵 Hz ，光の速度を𝑐 𝑚/𝑠 とすると 

 
               𝑅𝑟 =𝑐 / 2𝐵 [𝑚]             （2） 

 
グランドレンジの分解能は：𝑅𝑔 

入射角を𝜃 °とすると 

                            𝑅𝑔 =𝑐 / 2𝐵 sin 𝜃 [𝑚]              （3） 

 

表 1.3  SAR 衛星画像のバンド毎の特徴 

 L バンド C バンド X バンド 

周波数 1～2GHz 4～8GHz 8～12GHz 

透過性   大きい                        小さい 

衛星の例 

StripMap
の分解能 

ALOS-2(3m 程度)，

JROS-1(18m 程度) 

RADARSAT-2(3m 程度)， 

Sentinel-1(20m 程度) 

TerraSAR-X(3m 程度) 

COSMO-Skymed(3m 程度) 
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ここで，衛星画像による災害情報の抽出手法の動向に触れておく．衛星画像による災害情報

の抽出手法としては前述した光学衛星と SAR 衛星による抽出手法ではそのセンサ特性を生か

した抽出手法を採用している．基本的に両方の光学・SAR 衛星においても災害直後の観測画像

と災害前に観測された画像（アーカイブ画像）を用いて変化を把握することにより，災害によ

り変化した箇所として捉えることは同一である．異なる点として，光学衛星による災害情報の

抽出としては，マルチスペクトル情報を生かし，その被災箇所の地域特性を考慮しながらバン

ド（観測波長帯）を選択，あるいはバンド間演算による指標値を算出することで災害による変

化を捉える点にある．このように光学衛星においては被雲さえしなければ，豊富なマルチスペ

クトル情報を利用することで，被災による変化を抽出することが可能である．また，光学衛星

の利点としては，取得された衛星画像を並べることで，直感的にその被害個所を把握可能とい

う点である． 

光学衛星に対して，SAR 衛星はマイクロ波の波長により特性は異なるが，天候の影響を受け

ずに地表面状況の凹凸の変化を把握することが可能である点を利用し，建物の形状変化や浸水

による地表面が滑らかになる変化を SAR 衛星画像に含まれる振幅情報や位相情報を利用する

ことで被災による地表面変化として抽出するものである． 

災害時における衛星画像の利用検討を行う上で，このような光学・SAR 衛星の特性や災害の

種類，被災箇所の地域特性，さらに災害時や災害後の天候状況を踏まえて，衛星観測計画時点

から検討する必要がある． 
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1.2.2. 近年の衛星による災害情報の抽出の動向 

近年の日本では，平成 27 年 9 月関東・東北豪雨に見られる集中豪雨や平成 28 年熊本地震に

見られる地震による土砂災害など，災害が多様化している．そのため，多くの観測ツールを利

用した被害情報の収集が求められている．衛星による被害情報の収集としては，JAXA におい

て地球観測衛星による災害時の利用においては内閣府や協定自治体などと協定を締結し，衛星

画像の防災利用実証実験を実施している．最近では，平成 25 年から運用する ALOS-2 による

緊急観測を実施しており，災害対応実施機関の災害時の応急手段の意思決定を検討する上での

ツールとして利用されつつある． 

国際的な取り組みにおいて国際災害チャータとセンチネル・アジアを紹介する．国際災害チ

ャータは，宇宙機関を中心とする国際的な取り組みであり，「自然または技術的な災害時にお

ける宇宙施設の調和された利用を達成するための協力に関する憲章」として，1999 年に欧州

宇宙機関（ESA）及びフランス国立宇宙研究センター（CNES）が提唱した，大規模災害時に

宇宙機関の衛星データにより即時観測し，得られた衛星データをユーザ（政府指定行政機関な

ど）に提供する国際協力の枠組みである[19]．2015 年 10 月時点の国際災害チャータ参加機関

および主衛星を表 1.4 に示す．この取り組みに参加する宇宙機関間は無償の国際協力として，

「最善の努力ベース（ベストエフォート）」で協力をおこなうこととしている．国際災害チャー

タの運用フローを図 1.10 に示す．日本においても JAXA がこの取り組みに参加し，2010 年

1 月ハイチ地震や 2010 年 12 月のコロンビアの洪水で ALOS が観測した有効な情報を提供し

た．また，2015 年 4 月ネパール地震では ALOS-2 で観測したレーダ画像から抽出した災害情

報なども含め，提供しており，国際災害チャータの取り組みに貢献している．また，2011 年東

日本大震災においては，後述するセンチネル・アジアの取り組みを通じて国際災害チャータの

活動の内，地球観測衛星により観測された画像として 5,000 画像以上が提供され，衛星による

災害情報の抽出に有効に効果的に利用された[20]．国際災害チャータと同様の取り組みで「セ

ンチネル・アジア」という取り組みで，アジア太平洋沖の自然災害の監視を目的とした国際協

力プロジェクトが存在する[21]．これらは，地球観測衛星などの宇宙技術を用いて得た災害情

報をインターネット上で共有し，各種自然災害を軽減，予防することを目的としている．2005

年に提唱され，現在 20 ヵ国，51 機関，8 国際機関が参加している．活動内容は国際災害チャ

ータと同様であり，ベストエフォートの協力を行うものとしている．アジアは各大陸よりも災

害が多いことや，災害に対するハード面のインフラ整備やソフトの整備が十分ではない国が多

いことからも，本取り組みによる災害時の情報抽出が期待されている． 

 これまで述べたように災害時の即時観測による被災箇所周辺の変化箇所の把握や，周辺イン

フラの被害把握などの災害情報の抽出が国際的にも期待されている．しかし，画像のみの提供

が多く，被災地の地域特性を考慮した手法の適用や定量的なインフラ被害などの抽出，さらに

は衛星画像と GIS（Geographic Information System）データを一体的に用いた抽出・評価手

法の確立には至っておらず，衛星画像およびその抽出結果の提供者の解析能力の向上が必要で

ある．加えて，光学衛星画像は直感的に被害個所の把握が容易であるが，レーダ衛星画像によ

る被災箇所の把握は災害対応を行う政府，地方自治体などの職員による判読は困難であり，情

報提供側の表現方法の工夫や情報提供方法を検討する必要がある． 
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表 1.4  国際災害チャータ参加機関及び主衛星（2015 年 10 月時点）[22] 

参加機関 利用衛星 

フランス国立宇宙センター（CNES） Pleiades-1A,1B, SPOT-6,7 

中国国家航天局（CNSA） SJ-9A 

アルゼンチン国家宇宙活動機関

（CONAE） 

SAC-C 

カナダ宇宙庁（CSA） RADARSAT-2 

ドイツ航空宇宙センター（DLR） TerraSAR-X, TanDEM-X, RapidEye, 
constellation（5 機） 

英国宇宙庁/DMC インターナショナ

ル・ イメージング（DMC） 

UK-DMC2 他 

欧州宇宙機関（ESA） PROBA, Sentinel-1A, Sentinel-2A, ERS, 

ENVISAT 

欧州気象衛星機構（EUMETSAT） Metop シリーズ Meteosat Second,  Generation

シリーズ Meteosat First,  Generation シリーズ 

ブラジル宇宙研究所（INPE） CBERS-01, 02, 2B 

インド宇宙研究機関（ISRO） Cartosat-2 , 2A, 2B Resourcesat-2, RISAT-1, 
Oceansat-2, IRS シリーズ, Cartosat-1, IMS-1 

宇宙航空研究開発機構（JAXA） ALOS-2（だいち 2 号）, ALOS（だいち） 

韓国航空宇宙研究院（KARI） KOMPSAT-2, KOMPSAT-3 

アメリカ海洋大気庁（NOAA） POES, GOES 

ロシア連邦宇宙庁（ROSCOSMOS） Kanopus-V Meteor-M RESURS-P RESURS-DK 

米国地質調査所（USGS） Landsat シリーズ, QuickBird, WorldView-1, 2, 3, 

GeoEye-1, IKONOS 

 
図 1.10 国際災害チャータの運用フロー[22] 
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1.3. 衛星画像による浸水被害領域の時系列把握手法における課題 

 様々な要因に起因する災害があるが，近年最も甚大な被害を与えたのは平成 23 年に発生し

た東日本大震災による津波被害と考えられる．津波による被害は南海トラフ地震でも懸念され

ている．また，平成 24 年 7 月，平成 29 年 7 月九州北部豪雨，平成 27 年 9 月関東・東北豪雨，

平成 30 年 7 月豪雨などの台風や集中豪雨に起因する洪水被害が多発している．図 1.11 から

わかるように 1 時間の短時間豪雨も増加傾向にあり，これら減災事業としてハード・ソフト面

での対策が急務である．また，国連の報告によると世界においても洪水被害が増加しているこ

とがわかり，日本のみの問題ではないことがわかる（図 1.12 参照）． 

 

 

図 1.11 全国の 1 時間降水量 50mm 以上の年間発生回数の経年変化（1976-2018 年）[23] 

 

図 1.12 Number of flood and rain extensive risk loss reports (1980–2006) [24] 



19 
 

浸水被害が発生した場合，津波・越流や，堤防決壊による水流や泥流，あるいは瓦礫などの

外力により，建築物やインフラに多くの被害を与える．そのため，浸水被害域を調査すること

は倒壊などの 2 次災害が発生しうる可能性のある個所を事前に把握し，災害直後の応急対策を

検討する上で最も重要な情報である．また，災害に見舞われ，復興を必要とする場合は，建築

基準法 84 条に基づき最大でも災害発生後の 2 か月間しか建築制限をかけることができない．

その中で復興計画を検討する上でも被害状況は早急に把握する必要がある．このような理由か

ら現状では，該当被災領域の管内の地方自治体や国土交通省緊急災害対策派遣隊（TEC-

FORCE：Technical Emergency Control Force）による浸水跡の目視調査により浸水領域およ

び浸水深の調査，または建物被害調査が実施されている[25]．浸水被害が広域な場合は，調査

に時間がかかることや多くの人員が必要であること，さらには浸水被害による 2 次災害の危険

性があり，応急対応の立案には迅速な調査が求められるが，慎重な調査が必要であることから

効率的かつ正確な調査手法の確立が急務である．国内における衛星画像による浸水被害の把握

は，ALOS が 2006 年に打ち上げられた後，行われてきた．しかし，衛星から取得した衛星画

像による国内で発生した浸水被害の把握は運用上の課題が付きまとってきた．国内の浸水被害

において最も重要であるのが，衛星による観測機会の制約である．国内における浸水被害は下

水処理インフラの整備が十分にされていることから，海外諸国と比較すると浸水が引くことが

比較的早い．一方，地球観測衛星は地球から 500 ㎞～700 ㎞上空を南北に周回し，その間に地

球が自転するため，世界中を観測することが可能であるが，災害時に衛星の位置によって，被

害領域を観測するタイミングが限定されていることや直近の観測オーダーのコマンド送信時

が衛星とアンテナの可視域である必要があり，観測時間が柔軟ではない（図 1.13，図 1.14 参

照）．そのため，浸水被害と衛星観測のタイミングがマッチすれば広域に浸水域やその周辺被

害を把握可能な強力なツールと成りえるが，観測タイミングを逃すと数日後の観測となる可能

性がある．また，浸水被害時は台風，豪雨により悪天候である場合が多く，光学衛星による観

測は被雲により地表面状況が把握できないリスクがある．そのため，衛星画像による浸水被害

の把握は雲を透過するマイクロ波センサの特性を有するSARセンサの活用が提唱されてきた．

特に国内においては，2014 年に打ち上げられた ALOS-2 は L バンド帯のマイクロ波を採用し

て，打ち上げ以降の平成 27 年 9 月年関東・東北豪雨や平成 30 年 7 月豪雨で発生した浸水被

害の把握に用いられてきている．しかし，レーダ画像であることから観測画像の解釈あるいは

抽出被害域の正当性が明確ではないことからその利用は，地方自治体には浸透していないのが

現状である．このような背景から，衛星画像による浸水被害の観測ツールとしての位置づけと

その効果的な利用方法について定めることや，光学および SAR 衛星の解析手法の定着化が必

要であると考える．また，将来期待されている安価且つ短時間で開発可能な多種小型衛星によ

る衛星コンステレーションでの利用も検討する必要がある． 

 衛星画像の解析による浸水域の抽出の課題として住宅密集地において，浸水の評価が困難で

ある課題がある．光学衛星画像の家屋の観測においては，家屋の上部に位置する屋根の色情報

や微細な壁情報のみしか得られず，衛星画像解析のみで浸水の可否を判定するのは難しいため

である．SAR 衛星のレーダ画像においても同様であり，建物形状の把握は高分解能衛星では有

効であるが，その浸水状況を把握するのは同様に難しい．そのため，衛星画像のみではなく，

地形情報やその他空間情報を利用した複合的な解析方法による抽出が必要であると考える． 

 浸水被害領域の災害後の応急復旧工事や復興対応の進捗状況を定期的に適切に把握するこ

とは，国土管理および保全の上で重要な要素である．内閣府による「復旧・復興ハンドブック」

の被災状況などの把握の施策からも，復旧・復興の状況を継続的に把握し，タイムリーな施策

を実施する必要があると記載されており，被災地の災害直後から復旧・復興過程を把握するこ
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とは極めて重要であることがわかる[26]．衛星画像による観測は周期的に同地点を同条件で周

回する軌道が採用されており，定期的な観測による復旧・復興過程の概要把握に長けている．

また，他の観測ツールよりも精度，精細さは劣るが，定期的に利用可能な特徴を有している．

このような政策および衛星画像の特徴がマッチすることは，今後の変化過程，すなわちその後

の復旧・復興に効果的であることからも衛星画像の利用が適していると考えられる．  

 

 
図 1.13 地球観測衛星の周回について[27] 

 

 

図 1.14 地球観測時間の観測時間[27] 
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1.4. オープンデータによる空間情報の利用 

 平成 28 年度情報通信白書に記載する総務省によるオープンデータの利活用推進のイメージ

図を図 1.15 に示す[28]．近年，総務省が管轄する国・地方公共団体，独立行政法人，事業者

に対するオープンデータの推進により，空間情報データの公開，利用のアクセスビリティが向

上している．このオープンデータの意義・目的としては，国民参加・官民協働の推進を通じた

諸課題の解決，経済活性化，あるいは行政の高度化，効率化，透明性・信頼の向上としている．

これらの空間情報は無償で利用することが可能であり，代表的なサイトとしては国土交通省が

管理・運営する「基盤地図情報ダウンロードサービス」などがある[29]．このような状況から

民間業者によるアプリケーションの開発が活発に行われている状況であり，社会課題の解決を

背景とするビジネス展開が期待されている． 

 このような背景から政府，地方自治体が整備する災害時情報共有システム上で空間情報など

のオープンデータの利用が検討されている．特に災害対応の訓練の内，台風や梅雨のシーズン

の前に災害対応訓練を行う地方自治体および政府指定行政機関の職員が自ら災害時に想定さ

れる危険などを地図上に書き込んでいく防災図上訓練（DIG：Disaster Imagination Game）

が行われる[30]．この防災図上訓練では被災領域の把握や被災に伴う二次災害の把握，さらに

は災害対応の人員や命令系統などの確認が行われるが，リスク，対応人員の視覚化が重要であ

り，地図情報システムの利用が有効とされている．政府の災害時情報共有システムの例として，

国土交通省が 2014 年から運用し，国土地理院が管理する統合災害情報システム（DiMAPS）

（図 1.16 参照）があり，大規模災害発生時に，国土地理院が作成する地図上に，災害時に得

られる震度情報や被災地の空中写真，被害情報，さらには従来から整備している基盤地図情報

や数値地図情報をリアルタイムに重畳して表示することが可能であり，被災情報を迅速に把握

し，各関連機関に共有することができる[31]．平成 30 年度の国土交通省の「災害情報の情報収

集・共有体制の強化などによる災害対応力の向上」としての重点対策に統合災害情報システム

の情報収集・共有体制を強化および地方公共団体や関連機関との情報共有体制を強化と掲げら

れ，被災情報や空間情報の災害対応時の利用が進んでいる[32]．地方自治体においては，徳島

県が先進的に独自に空間情報などで構成される災害時情報共有システムを導入，運用しており

様々な災害，訓練で利用されている[33]． 

 災害後に観測された衛星画像あるいは衛星画像から簡易的に抽出した被害領域の情報は，上

記に挙げたシステムとの連携が行われ，Web 経由で地図画像を提供する仕組みが検討されてい

る．WMTS（Web Map Tile Service）とは OGC（Open Geospatial Consortium）が定める GIS

サーバーとクライアント間での地図データのやりとりを可能にする規格であり，これまでに災

害時にネックであった大容量データである衛星画像のダウンロードを不要とし，短時間での衛

星画像および抽出した災害情報の配信が可能となっている．一方，衛星画像による情報のみで

は，詳細な被害の状態を知ることは困難であり，政府・地方自治体や政府指定行政機関が保有

する地図・防災・災害情報を組み合わせすることで，効果的な被害が可能である．このような

ことから衛星画像および抽出した災害情報は推定被災情報としても扱うことが可能となり，

各々の地域特性を持つ空間情報を主とするデータセットと併用することにより，災害対応の初

動意思決定支援に利用可能となってきている．衛星画像および衛星画像から抽出した災害情報

は重要な空間情報の一つであり，GIS データを併用して用いることは必要不可欠と考える． 
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図 1.15 総務省によるオープンデータの利活用推進[28] 

 

 

図 1.16 統合災害情報システム（DiMAPS）[31] 
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1.5. 研究の目的 

本研究は，災害対応において重要な役割を担う災害初期の被害情報の収集と適切かつ継続的

な復旧・復興モニタリングについて，衛星画像を用いた被害域の抽出のための解析手法を検討

し，災害対応における有用性について把握することを目的とした． 

 
災害直後フェーズにおいては，平成 27 年 9 月関東・東北豪雨および平成 30 年 7 月豪雨に

おける茨城県常総市，岡山県倉敷市真備町の河川洪水による浸水被害や平成 30 年 12 月インド

ネシア・クラカタウ火山の火山活動によって発生した津波被害について光学・SAR 衛星画像と

地理空間情報を併用した被害域の抽出手法とその適用性を検討した．手法の評価方法として，

得られた浸水域抽出結果と国土地理院の空中写真の判読結果などを用いて精度評価を行った． 

 
表 1.5  検討内容に対する課題と目的（災害直後フェーズ） 

検討内容 課題と目的 
課題に対する工夫 

（新規性） 

説明

個所 

災害前後の高分解能光学衛星画像情報

を用いた浸水域のスペクトル特性の把

握と浸水域抽出手法の検討 

浸水域のスペクト

ル特性の把握 

・浸水域のサンプリン

グ 

・バンドの選定 

2.2 

災害後のみの光学衛星画像を用いた

GSI 値による浸水域の抽出手法の適用

性の把握と空間情報処理による改善手

法の検討 

平時画像がない場

合の対応 

・NDWI 値に代わる

GSI 値の提案 

 

2.2 

地理空間情報を用いた建物立地領域の

浸水域の改善手法の検討 

建物の立地領域の

浸水域の把握 

・街区ポリゴンによる

補正手法の検討 

2.2 

災害前後の SAR衛星画像から得られた

後方散乱係数画像による浸水域の抽出

とコヒーレンス画像による建物立地個

所の浸水域の把握手法の検討 

建物の立地領域の

浸水域の把握 

・建物ポリゴンとコヒ

ーレンス画像による建

物領域の補正手法の検

討 

2.3 

準リアルタイム中分解能光学衛星画像

による雲補正と津波被害領域の抽出 

広範囲の津波被害

に対する抽出手法 

・雲補正による改善 

・NDVI 値による被害

域の抽出 

2.4. 

準リアルタイム中分解能 SAR 衛星画像

による津波被害領域の抽出 

広範囲の津波被害

に対する抽出手法 

・MTC による判読特性

の把握 

2.4. 
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復旧・復興フェーズにおいては，東日本大震災による津波被害について高分解能光学衛星画

像群を用いた時系列データセットの構築を行い，高精細な画像情報の特性を活用した沿岸域の

復旧・復興の状況をモニタリングすることにより，その効果や有用性を評価した．特に津波に

より流出などの被害を被った海岸林の変化過程についてマルチスペクトル画像情報を用いて

評価した．加えて，周辺インフラとして海岸堤防，復興道路の応急・復旧工事の進捗状況を目

視判読により変化過程を調査した． 

 

 
表 1.6  検討内容に対する課題と目的（復旧・復興フェーズ） 

実施内容 課題と目的 
課題に対する工夫 

（新規性） 

説明

個所 

災害前後の 5 時期の高分解能光学衛

星画像情報を用いたパンシャープ

ン，正規化植生指標値による判読調

査による沿岸域の変化課程の把握 

復旧・復興状況を

面的且つ継続的

に把握する手法

の確立 

・高分解能衛星画像時系

列データセットの構築 

・海岸堤防，復興道路，海

岸林の変化過程の把握 

3.2 

3.3 

正規化植生指標値を用いた面的な植

栽事業の把握手法の開発 

植栽の有無と海

岸林の健全状態

の把握 

・NDVI 値による把握 

・NDVI 値による植栽事

業の進捗の把握のための

差分 

3.4 

3.5 

 

 
これらの検討結果から災害直後フェーズにおいては応急・復旧のための概要調査としての有

用性を検討した．また，復旧・復興フェーズにおいては，高分解能衛星画像による時系列デー

タセットが復旧・復興事業の進捗過程を面的且つ定期的，さらに適切な把握手法としての有用

性を検討した．これらの検討結果は 4 章にまとめた． 

 
ここで災害直後フェーズとは，早期の復旧・復興に関連する条件整備としての応急対応期間

と定義した．具体的に被災状況などの把握や二次災害被害の防止拡大に対する調査期間，さら

に，これらの情報を用いた計画的復興への条件整備としての体制・復興方針・復興計画の検討・

作成までの期間とした．復旧・復興フェーズとは，災害直後フェーズの以降と定義した．なお，

災害の規模において災害直後フェーズの災害情報の収集期間に差異が生じるが，東日本大震災

級の大規模災害クラスと位置付けた．そのため，広域における被災状況としての概略調査とし

ての利用方法についても検討を加えた． 
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1.6. 本論分の構成と内容 

本論文は，本章を含めて 4 章から構成される．第 1 章では，現状の衛星画像の利用状況など

を整理するとともに，衛星画像の災害利用に関する既存の研究内容を概観し，本研究の立ち位

置を明らかにした．第 2 章では，まず本研究の方針について概略的に述べた後，災害直後フェ

ーズにおける光学・SAR 衛星による浸水域の抽出・精度評価を行うとともに，抽出結果の改善

手法について検討した．第 3 章では，復旧・復興フェーズにおける時系列データセットの構築

と被害領域の効果的な把握手法に関して，詳しく述べる．第 4 章では，本論文で述べている研

究の内容とその成果，今後の展望や研究課題について総括した． 

 

1.6.1. 災害直後フェーズによる衛星画像を用いた浸水域の抽出 

(1) 研究対象とした浸水災害 

a) 平成 27 年 9 月関東・東北豪雨 

平成 27 年 9 月 7 日に発生した台風第 18 号や前線の影響で，広い範囲で大雨と

なった．その後，湿った空気が流れ込み続けた影響で，多数の線状降水帯が次々と発

生し，関東地方と東北地方を中心に記録的な大雨となった．特に 9 月 9 日から 9 月

10 日にかけて，統計期間が 10 年以上の観測地点のうち 16 地点で，最大 24 時間

降水量が観測史上１位の値を更新したことが報告されている．人的被害においては全

国で死者 14 名となった．常総市若宮戸地先で溢水，常総市三坂町地先において約 

200m にわたって堤防が決壊した．この影響で常総市において家屋の流出などが発生

し，住宅の全壊 53 棟，大規模半壊 1,578 棟，半壊 3,476 棟，これらに至らない建物

の内，床上浸水 148 棟，床下浸水 3,072 棟の家屋被害をもたらしたことが報告され

ている[34]．さらに広域浸水，長期湛水により大規模な復旧・復興作業が必要であっ

た．茨城県常総市における堤防決壊箇所の空中写真を図 1.17 に，浸水被害を図 1.18
に示す．特に被害が甚大であった茨城県内では農業や商工業関係，公共土木や教育関

係，社会福祉施設などの幅広い産業や設備に被害が発生し，被害総額は約 401 億円

に及んだ．  
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図 1.17 平成 27 年 9 月関東・東北豪雨時の空中写真（茨城県常総市）[35] 

 

 

図 1.18 平成 27 年 9 月関東・東北豪雨時の浸水状況[35] 
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b) 平成 30 年 7 月豪雨 

6 月 28 日以降，台風第 7 号と梅雨前線の影響によって 7 月 6 日から 8 日にかけて

西日本を中心に広い範囲で記録的な大雨となり，各地で甚大な被害が発生した．気象

庁によると，前線や湿った空気の影響で，6 月 28 日から 7 月 8 日午前 9 時までの総

降水量が四国地方で 1,800 ミリ，東海地方で 1,200 ミリ，九州北部地方で 900 ミリ，

近畿地方で 600 ミリ，中国地方で 500 ミリを超えるところがあるなど，7 月の月降水

量の平均の 2～4 倍の大雨を各地で記録した[36]．過去の豪雨と比較すると大雨によ

って 100 人以上の死者行方不明者が出たのは，1983 年に島根県を中心にがけ崩れ，

土石流，洪水が相次いで発生した「昭和 58 年 7 月豪雨」以来で，本災害は平成に入

って最悪の死者行方不明者数となった．この豪雨の影響により，広域的かつ同時多発

的に河川の氾濫，がけ崩れが発生した．また，河川の氾濫により比較的長時間の浸水

被害が発生し，家屋浸水が 30,000 棟の極めて甚大な被害が発生した． 

特に岡山県倉敷市真備町の高梁川水系小田川においては，7 月 7 日に川の増水によ

って堤防が決壊し，国土地理院によると浸水深さ 5m 程度の浸水範囲が広範囲に広が

ったと報告されている．図 1.19 に空中写真，図 1.20 に浸水範囲を示す．倉敷市真

備町の浸水箇所については，7 月 8 日 8 時半より，警察，消防，自衛隊，岡山県と調

整を実施し，国土交通省 TEC-FORCE による 3 か所に計 33 台による排水ポンプ車に

よる排水作業が行われ，7 月 11 日には宅地・生活道路については概ね浸水被害は解消

された．また，主な堤防決壊箇所である小田川左岸 3ｋ400 地点及び 6ｋ400 地点の

緊急復旧工事は 21 日に完了したことが報告されている．2018 年 8 月 27 日時点での

現地調査写真を図 1.21，図 1.22 に示す． 
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図 1.19 平成 30 年 7 月豪雨時の空中写真（岡山県倉敷市真備町）[37] 
 

 
図 1.20 平成 30 年 7 月の浸水範囲（岡山県倉敷市真備町）[37] 
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図 1.21 浸水域の状況 

 
図 1.22 浸水被害を受けた家屋 

 

撮影日：2018 年 8 月 26 日 

撮影日：2018 年 8 月 26 日 
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c) アナク・クラカタウ火山噴火による津波被害 

2018 年 12 月 22 日にインドネシア西部のスンダ海峡に発生した津波で，スマトラ

島やジャワ島などの沿岸域に甚大な被害が発生した．この津波はアナク・クラカタウ

島の火山活動に起因した山体崩壊により発生した津波の影響であったことがその後

の調査でわかった[38,39]．火山噴火後の空中写真を図 1.23 に示す．このような火山

島の山体崩壊による津波被害は過去に日本でも発生している．1700 年代には長崎市

島原市の眉山，北海道松前町の渡島大島で山体崩壊により津波が発生し，周辺の沿岸

域に多くの損害を与えた[40,41]．近年，国内においては気象庁火山噴火予知連絡会衛

星解析グループによる衛星を用いた火山監視が行われている[42]．山体崩壊で生じた

土砂が海域に流入することにより発生した津波は，陸域までの到達時間が短く，周辺

住民への避難勧告が難しいとされる．加えて，地震による津波と比較して強い津波が

発生するため周辺沿の岸域への被害が大きくなりやすいとされる．このような山体崩

壊に伴う津波は，周辺沿岸域への被害範囲が広域となる可能性が高い．図 1.24 に津

波が襲来した様子を示す．そのため，災害直後フェーズにおいて広域を効果的に把握

できる観測ツールの開発・運用が急務である．また，このような災害直後フェーズに

おける被害の概略調査として発生要因や被害状況を把握することは行政の災害対応

を決定する上で極めて重要である．調査対象範囲の沿岸部は森林による被覆が多いが，

小規模な住宅密集地も点在する地域である．また，インドネシアには火山が多く火山

活動の大小はあるものの，約 130 もの火山を有している． 

  

 

 

図 1.23 アナク・クラカタウの火山噴火[38] 
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図 1.24 津波の襲来[38]  
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(2) 検討方法 

 災害直後フェーズにおいては，浸水域の抽出精度の向上に向けた高度化手法について研究を

進める．これは洪水災害時には，浸水被害の全容を把握することが，災害対応を立案する上で

最も重要であるからである．そのため，光学・SAR 衛星画像を用いて従来，一般的に用いられ

てきている浸水域の抽出手法を適用し，その抽出特性を整理後に改善手法を提案した．政府指

定行政機関が公表する浸水域を参照データとして，従来手法と改善手法の精度評価を行った．

精度評価は，抽出率（空中写真の目視判読における浸水域の内，衛星画像から抽出できた浸水

域の割合）と正当率（衛星画像抽出で浸水域と判定した箇所が目視判読による浸水域であるか

を示す割合）により評価した．さらに，未抽出領域や過剰抽出領域を整理し，改善手法の適用

範囲を考察に加えた． 

 
a) 平成 27 年 9 月関東・東北豪雨 

対象範囲は平成 27 年 9 月関東・東北豪雨により浸水被害を含む茨城県常総市を対

象とした．調査対象範囲を図 1.25 に示す．災害前後の光学衛星画像によるマルチス

ペクトル画像情報と地理空間情報を併用した浸水域把握技術の検討のための調査・解

析フローを図 1.26 に示す．平成 27 年 9 月関東・東北豪雨における浸水域の抽出の

検討においては，災害前後の光学衛星画像を用いて差分解析により，浸水域の抽出を

行う．前処理且つ浸水域のスペクトル把握を行った上で閾値の設定により，得られた

浸水域の精度評価を行った上で精度向上のための GIS 処理を行い，手法の適用性を

把握した． 

 

 

図 1.25 調査対象範囲 
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図 1.26 調査解析フロー 

（災害前後の光学衛星画像と地理空間情報を併用した浸水域把握技術の検討） 
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b) 平成 30 年 7 月豪雨 

対象範囲は平成 30年 7月豪雨の浸水被害を含む岡山県倉敷市真備町を対象とした．

調査対象範囲を図 1.27 に示す．なお，ここでは光学および SAR 衛星画像のそれぞ

れで浸水域の抽出手法を検討するが，調査対象範囲は同様とした． 

光学衛星画像による浸水域の抽出手法の検討として，災害後のみの光学衛星画像に

よるマルチスペクトル画像情報と地理空間情報を併用した浸水域把握技術の検討の

ための調査・解析フローを図 1.28 に示す．令和 2 年度に先進光学衛星が打ち上げ予

定であるが，運用初期は観測データ（アーカイブ）が乏しく，災害後の観測画像と比

較となる平時の画像がなく従来の災害前後の差分による浸水域の抽出は困難となる

課題がある． 

そこで平成 30 年 7 月豪雨における浸水域の抽出の検討においては，災害後のみの

光学衛星画像を用いて GSI 値（Grain size index）を用いることで浸水域の抽出を行

った．閾値の設定により，得られた浸水域の精度評価を行った上で精度向上のための

GIS 処理および街区ポリゴン，建物ポリゴンの地理空間情報を併用した改善手法を提

案し，精度評価を適切に行うことにより，改善手法の適用性を把握した． 

 

 

図 1.27 調査対象範囲 
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図 1.28 調査解析フロー 

（災害後のみの光学衛星画像と地理空間情報を併用した浸水域把握技術の検討） 
 

新規提案 
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平成 30 年 7 月豪雨を対象とした災害前後の SAR 衛星画像の振幅および位相情報

と地理空間情報を併用した浸水域把握技術の検討のための調査・解析フローを図 
1.29 に示す．災害前後の SAR 衛星画像を用いる場合，季節差やノイズによる誤抽出・

抽出漏れがあることや，前述の手法で利用した街区ポリゴンの有無が課題と認識し，

災害前後に観測された SAR 衛星画像と地理空間情報を組み合わせて，浸水域の抽出

精度の向上を図った．また，干渉 SAR 解析結果により得られるコヒーレンス値を併

せて利用することで浸水建物を判別することでさらなる浸水域の精度の向上を検討

した． 

 

 

 
図 1.29 調査解析フロー 

（SAR 衛星画像と地理空間情報を併用した浸水域把握技術の検討） 
 

  

新規提案 
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c) クラカタウ火山噴火による津波被害 

対象範囲はクラカタウ火山の火山活動により津波被害を受けたジャワ島の沿岸域

とした．調査対象範囲を図 1.30 に示す．光学衛星画像を用いた津波被害領域の抽出

における調査・解析フローを図 1.31 に示す．平成 30 年 12 月 12 日にインドネシア

西部のスンダ海峡に位置するアナク・クラカタウ火山の山体崩壊に起因する津波によ

って被災した被害域の抽出を行う．前処理且つ品質評価データを用いた雲補正を行っ

た上で NDVI 値を算出し，条件式の設定することで津波被害域を抽出した．また，得

られた被害域と参照データを比較することで精度評価を行った．ここで NDVI 値を用

いた理由として，被災した周辺沿岸域の代表的な被覆は森林であったことから災害前

後の NDVI 値の増減で抽出が期待できるからである．また，精度向上のための GIS

処理を行い，手法の適用性を把握した．  

 

 

図 1.30 調査対象範囲 
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図 1.31 調査解析フロー 

（準リアルタイム光学衛星画像による雲補正画像を利用した被害領域把握技術の検討） 
 

  

新規提案 
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SAR 衛星画像を用いた津波被害領域の抽出における調査・解析フローを図 1.32 に

示す．ここでは MTC(Multi Temporal Coherence)手法による被害域の判読を検討し

た．また，従来溶岩流の調査に用いられることが多い SAR の振幅情報と干渉解析結

果から得られる強度情報と干渉解析結果から得られる 2 時期の干渉度を示すコヒー

レンス情報を併せた MTC(Multi Temporal Coherence)手法だが，津波被害域に適用

した事例はない．加えて，Sentinel-1 および Sentinel-2 衛星はそれぞれ 2 機体制(2019

年 1 月時点)で観測するため，Landsat-8 衛星の観測も含めれば，即応フェーズでの被

害の概要調査や復旧・復興フェーズでの定期的且つ時系列な調査が可能であり，防災

分野の利用に期待できる．そこで本研究では，観測後に準リアルタイムでフリーに入

手が可能な災害前後の光学・SAR の衛星画像による観測データを用いてアナク・クラ

カタウ島の山体崩壊の判読調査と周辺沿岸域の津波被害領域の抽出について検討し

た． 

 
 

 

図 1.32 調査解析フロー 
（準リアルタイム SAR 衛星画像による MTC 画像の適用性の検討） 

 
 

  

新規提案 
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1.6.2. 復旧・復興フェーズによる衛星画像を用いた浸水域の抽出 

 研究対象とした浸水災害と復旧・復興事業 

a) 東日本大震災 

平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分，牡鹿半島（宮城県石巻市）の東南東約 130km の

三陸沖深さ約 24km の地点を震源とするマグニチュード（M）9.0 の「平成 23 年（2011

年）東北地方太平洋沖地震」が発生した．本地震における各地震度を図 1.33 に，こ

の地震を起因とする沿岸の津波高を図 1.34 に示す．最も激しい揺れを記録した宮城

県栗原市で震度 7，宮城県，福島県，茨城県，栃木県で震度 6 強の揺れが観測された．

国土地理院によると，この地震により生じた地殻変動によって，牡鹿半島の電子基準

点は水平方向に東南東へ約 5．3m 移動し，垂直方向には約 1.2m 沈下したことが報告

されている．また，海上保安庁によると，震源のほぼ真上に位置する海底基準点は東

南東に約 24m 移動，約 3m 隆起した．地震及び津波による死者・行方不明者及び負

傷者は，平成 23 年 6 月 30 日時点でそれぞれ 15,511 名，7,189 名，5,388 名であり，

阪神・淡路大震災での人的被害（死者 6,434 名，負傷者 41,500 名）をはるかにしの

ぐ．建物被害は全壊・半壊・一部損壊合計で 620,802 戸，全焼又は半焼 256 戸にも及

ぶ大災害となった． 

 

 

 

図 1.33 東日本大震災における各地の震度分布[43] 
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図 1.34 東日本大震災における津波観測状況[44]  
 

b) 仙台平野沿岸域における復旧・復興事業 

仙台湾における浸水被害領域を図 1.35 に示す．2011 年 3 月に発生した東日本大

震災による津波によって，仙台湾南部海岸の海岸保全施設は堤防ブロックの飛散，堤

防裏法面の流出，背後地盤の洗堀などの甚大な被害を受けた（図 1.36 参照）[45,46]．
加えて国有林および民有林で構成されるクロマツなどの海岸林は倒木，流出などの被

害や立ち枯れにより減少した（図 1.37 参照）[47,48]．これまでに，被災状況の緊急

広域調査や，被災直後の現地調査を連携させた衛星リモートセンシングや航空機空中

写真調査による調査が多く実施されている[49,50,51]．現在，津波被害の復旧や沿岸

域一体となった多重防御による減災機能の強化を目的に，関連省庁や自治体による海

岸保全施設や海岸林の復旧工事，沿岸域沿いにかさ上げ道路として復興道路整備事業

が進められている[52]．内閣府による「復旧・復興ハンドブック」の被災状況などの

把握の施策によると，復旧・復興の状況を継続的に把握し，タイムリーな施策を実施

する必要があると記載されている．このようなことから，東日本大震災のような広域

におよぶ沿岸域の被害においては，復旧・復興事業の進捗状況を定期的に適切に把握

することが必要であると考えられる[53]．仙台市の震災復興計画において，海岸堤防・

防災林の復旧・県道かさ上げなどによる「多重防御による減災」と「避難のための施

設の確保」，「安全な内陸への移転」により津波防災を図ると記載されている（図 1.38，
図 1.39 参照）．海岸堤防復旧工事においては，出水期を迎える前に緊急復旧を行い，

復興計画と整合を図り，海岸の計画堤防を整備する本復旧を実施している．復興道路

として，かさ上げ道路の東部復興道路整備事業が進められている．海岸林の再生・復

旧事業として防波堤により防災機能を確保しつつ，必要に応じて生育基盤となる盛土

を実施し，津波に対し根返ししにくい健全な海岸防災林の再生を目指しており，復旧
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が完了した個所から順次，植樹に着手している． 

 

 
図 1.35 仙台湾における浸水状況[54] 
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図 1.36 津波による海岸堤防への影響[55] 

 

図 1.37 津波による海岸林への影響[56] 
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図 1.38 津波対策施設イメージ（断面図）[57] 

 

 

図 1.39 津波対策施設イメージ（平面図）[57] 
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 検討方法 

本研究における研究対象範囲を図 1.40 に示す．東日本大震災を対象とした複数の光学衛星

画像を用いた時系列データセットによる津波被害を対象とした復旧・復興フェーズのモニタリ

ング手法の検討のための調査・解析フローを図 1.41 に示す．長期的・継続的にかつ高詳細に

長期復旧過程のモニタリングがされている事例は無い．加えて，東日本大震災のような大規模

災害においては，長期におよぶ復旧工程の初期課程の詳細なモニタリングを評価することが，

その後の復旧期間の短縮や復旧計画の再調整などの効率化に大きく寄与することが考えられ

る．また，画像判読調査などによる定性的な調査では得られない衛星観測による分光画像情報

の高度画像処理から得られる復旧に係る植生環境を含めた地表面の全体的な被覆環境の変動

特性分析手法は十分に検討されていない．さらに，仙台海岸沿岸域の海岸堤防の復旧および復

興道路の整備状況を高分解能衛星画像の高詳細な特性を生かして調査した事例は少ない．そこ

で本研究では，時系列かつ高詳細な調査に優位な特性を有する同季節に観測された 5 時期の高

分解能衛星画像の特性を有する分光特性利用した正規化植生指標値の変化過程により，被災地

の植樹環境の変化，および植樹事業進捗に伴う沿岸域の土地被覆特性の変化過程を評価した． 

加えて，仙台海岸沿岸域の海岸堤防の復旧状況と復興道路の整備進捗状況および海岸林の復旧

過程を画像判読により調査した．  

 

 

図 1.40 調査対象範囲 
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図 1.41 調査解析フロー 
（時系列データセットによる津波被害を対象とした復旧・復興フェーズの 

モニタリング手法の検討） 
 

 
  

新規提案 
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 災害直後フェーズにおける浸水域の抽出の検討 
2.1. 研究概要 

現状の浸水域における衛星画像を用いた浸水域の抽出は，衛星画像のみの抽出がほとんどで

あり，空間情報あるいは異種衛星との併用による災害直後フェーズでの手法の検討には至って

いない．そこで本章では災害直後フェーズの衛星画像による浸水域の抽出手法の高度化と異種

衛星による併用手法の開発を目的とした．また，災害対応を担う政府・地方自治体の意思決定

への寄与を目標とした． 

 

2.1.1. 光学画像データの NDWI 指標を用いた単画像による浸水域の抽出 

本項では，従来から水域を抽出するために一般的に用いられている NDWI（Normalized 

Difference Water Index）指標値[58]を用いて水域の抽出を行った．災害後に観測された光学

衛星画像を用いて地表面における水の存在と深い関連を持つ指標の 1 つで赤波長（Red）と中

間赤外波長（SWIR：Short Wave Infrared Radiometer）を用いた NDWI 指標値を用いて抽出

状況を確認する．NDWI 値は（4）に示す式で算出される． 

 
      NDWI =  ( ρ4 Red –ρ6 SWIR ) / ( ρ4 Red +ρ6 SWIR )   （4） 

ρn： n バンドの反射率 

Red は可視光赤波長帯域，SWIR は中間赤外波長帯域の観測バンドを示す．Landsat-8 衛星

画像の場合，SWIR は band6，Red は band4 を指す．NDWI 値は‐1 から 1 の値をとり，値

が高いときは表面が湛水状況にあると判断される．光学衛星画像は Landsat-8 衛星の OLI セ

ンサで取得された画像であり，分解能は 30m 程度を有する．Landsat-8/OLI 画像から作成し

た NDWI 画像を図 2.1 に示す．Landsat-8 衛星画像データセットに含まれる品質評価画像か

ら雲あるいは影個所を特定し，白く表示している．図 2.1 からもわかるように浸水域において

は青く表示されており，値が高いことから NDWI 値は水域に卓越していることがわかる．一

方，高分解能衛星画像においては中間赤外波長を観測していない衛星画像が多いため，NDWI

値による浸水域の抽出が期待できないケースが多いことが課題である．そのため，光学センサ

への搭載が多い可視光域や近赤外域の波長帯を用いた浸水域の抽出の検討が必要である． 

 
図 2.1 災害後の NDWI 画像（2018/7/9） 

-1 1 
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2.1.2. SAR データの単画像による浸水域の抽出 

本項では，SAR 衛星画像による浸水域の抽出手法として簡易的且つ定常的に利用されてい

る災害後に観測された SAR 衛星画像を用いて浸水域の抽出を試みた．使用した災害後の SAR

衛星画像から後方散乱係数に変換した画像を図 2.2に示す．浸水域抽出結果を図 2.3に示す．

浸水域の抽出方法としては対象範囲の後方散乱係数の画素値を集計し，閾値を設けることで浸

水域を抽出した．一般に水面はフラットな面となるため，浸水域の場合，ラフネスが高くなる

傾向となり，浸水域は後方散乱係数が低下する可能性が高い． 

 

 

図 2.2 災害後の後方散乱係数画像（2018/7/8） 
 

 

図 2.3 災害後の後方散乱係数画像を用いた浸水域抽出結果（2018/7/8） 
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2.1.3. 浸水域の抽出における衛星画像の課題の整理 

これまで実施されている手法においては，簡易的であり大凡の浸水域は抽出可能であった

[59]．また，これらの解析手法による浸水域の抽出結果は JAXA により政府および地方自治体

に提供され利用されてきている[60]．光学衛星画像を用いた浸水域の抽出においては，マルチ

スペクトル情報を利用した高分解能衛星画像を用いた抽出手法の検討が行われている[61]．加

えて豪雨による洪水のみならず津波被害による浸水域の抽出手法の検討が行われてきている

[62,63]．SAR 衛星画像を用いた浸水域の抽出は基本的に強度情報を利用した抽出が行われて

いるが，コヒーレンス値を利用した浸水域の抽出が検討されてきている[64]．また，フリーに

入手可能な中分解能衛星画像を用いた速報的な浸水域の抽出結果も報告されている[65]．2.1.1.

および 2.1.2.で示す現状の解析技術の整理から下記の課題点を有することが確認された．そこ

で，水害発生時の浸水範囲などの抽出・把握に特化した実用性の高い光学・SAR 衛星画像の双

方の特性を活かしながら空間情報を併用した浸水域抽出手法の開発・提案を行った． 

 
 光学画像および SAR 画像の共通の課題 

・ 家屋などの構造物が隣接する箇所は浸水面が捉えられず，浸水の確認がとれない 

・ 目視判読結果と比較し，整合がとれない個所が存在する 

・ 2 時期画像の比較・差分画像を用いる場合，観測時期の違いが影響する可能性がある 

  
 光学衛星画像固有の課題 

・ 被雲がある場合，観測画像は解析に利用できない可能性がある 

・ 従来検討されている NDWI 指標値は中間赤外域の波長帯が必要であり，光学センサで搭

載されていない波長帯である場合が多い 

・ NDWI 指標は既存水域にも反応する傾向がある 

 
 SAR 衛星画像固有の課題 

・ ノイズが含まれるため，事前のフィルタ処理あるいは抽出後の GIS 処理が必要である 

・ 家屋などの構築物が隣接する領域は高反射がその周辺の画素まで影響し，浸水域として

とらえられない個所が存在する 
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2.2. 光学衛星画像データによる GSI 指標を用いた浸水域の抽出および改善手法の提案 

本項では，整理した課題に対する改善手法について検討する．なお，改善結果の評価につい

ては国土地理院による空中写真の目視判読結果を参照し，抽出率，正答率で評価することとす

る．まず，課題で掲示した下記の点について改善手法を検討する． 

 

・ 水域抽出のための NDWI 指標は浸水被害での活用範囲が明確ではない 

・ 中間赤外は光学センサに搭載されていない場合が多い 

・ 準リアルタイム中分解能衛星画像の被害域抽出のための適用性が明確ではない 

・ 構造物が隣接する箇所は浸水面として評価できない 

・ 衛星画像のみの解析による抽出手法が多い 
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2.2.1. 使用データ 

ここでは，近年で比較的浸水被害が大きく，甚大な被害があった平成 27 年 9 月年関東・東

北豪雨における常総市，平成 30 年 7 月豪雨における倉敷市真備町の浸水被害について光学衛

星画像によるスペクトル情報について調査し，改善方法を検討する．各災害について災害後に

観測された光学衛星画像を用いた．平成 27 年 9 月関東・東北豪雨で使用した WorldView-3 衛

星画像を図 2.4，図 2.5 に示す．また，国土地理院による空中写真を用いた推定浸水範囲を図 
2.6 に示す．平成 30 年 7 月豪雨で使用した SPOT 衛星画像を図 2.7 に示す．さらに同様に国

土地理院による空中写真を用いた推定浸水範囲を図 2.8 に示す．用いた浸水推定範囲は，衛星

の観測時間と最も近いものを利用した．表示方法はそれぞれ人の目と同様に視認できるよう可

視バンドを赤，緑，青バンドに割り当てて作成したトゥルーカラー合成画像であり，それぞれ

の観測諸元を表 2.1，表 2.2 に示す． 

表 2.1  WorldView-3 の観測条件（災害前） 

観測日 2015/4/12 仰角 70° 

オフナディア角 18° 方位角 215.8° 

太陽高度 58.0° 分解能（パンクロ） 0.3×0.3m 

太陽方位角 144.5° 分解能（マルチ） 1.2m×1.2m 

 
図 2.4 WorldView-3 衛星画像（災害前） 
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表 2.2  WorldView-3 の観測条件（災害後） 

観測日 2015/9/11 仰角 75° 

オフナディア角 13° 方位角 357.3° 

太陽高度 56.0° 分解能（パンクロ） 0.3×0.3m 

太陽方位角 153.2° 分解能（マルチ） 1.2m×1.2m 

 

 

図 2.5 WorldView-3 衛星画像（災害後） 
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図 2.6 茨城県常総地区の推定浸水範囲（国土地理院：9 月 11 日 10 時時点）[66] 
 

 

 

 

調査対象範囲 
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表 2.3  SPOT-7 の観測条件（災害後） 

観測日 2018/7/9 方位角 180.1° 

入射角 9.1° 分解能（パンクロ） 0.3×0.3m 

太陽高度 64.6° 分解能（マルチ） 1.2m×1.2m 

太陽方位角 111.2°   

 

 
図 2.7 SPOT-7 衛星画像（災害後） 

 
図 2.8 岡山県倉敷市真備町の推定浸水範囲（国土地理院）[67] 
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2.2.2. 光学衛星画像による浸水域のスペクトル調査 

ここでは，災害前後画像を用いて浸水域と非浸水域のスペクトル特性を調査した．比較方法

としては浸水域，氾濫河川，平常河川，土壌の 4 分類で画素値を集計した．集計位置を図 2.9
に示す．なお，前処理として国土地理院が発行する数値標高モデル（DEM）の 10m メッシュ

（標高）を用いて衛星画像データのオルソ化を行った．なお，常総市の地形は平坦であるため，

オルソ化による補正量は微小であることが考えられる．光学衛星画像データは大気による散

乱・吸収の影響を除去する必要がある．また，太陽高度や入射角が異なる場合，地表面からの

反射率は異なる．そのため，使用する衛星画像データについてまず(5)の式を用いて DN 値から

放射輝度(Lλ)に変換し，(6)の式より反射率(ρ)に変換した． 

  
     Lλ  =  Gain  *  DN  +  Offset               (5) 

 
ρ  =  π  *  Lλ  * d2  /   ESUNλ * sinθ             (6) 

 
Gain ： ゲイン 

DN ：デジタルナンバー 

Offset ：オフセット 

d ：太陽地球間距離 

ESUNλ ：分光太陽照度 

θ    ：太陽天頂角 

 
災害後の画像について浸水域と波長特性が近いと考えられる氾濫河川や平常河川および土

壌を対象に 50m×50m で画素値をサンプリングした．サンプリング個所のスペクトル特性を

図 2.10 に示す．なお，凡例に示す数字は図 2.9 に示すサンプリング個所を示している．各バ

ンド帯の平均値を比較すると，氾濫河川も含まれるが，バンド 2（緑バンド）およびバンド 3

（赤バンド）において顕著な違いがあることわかった．特にバンド 2 においては浸水域と非浸

水域の画素値の差が大きいことがわかった．画像判読からも浸水範囲において，濁度が高い鬼

怒川からの抽出や周辺の土が混合したことにより，泥水が分布していることからも確認できた．  
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図 2.9 サンプリング個所の位置図 

 

図 2.10 サンプリング個所のスペクトラル特性（災害後画像） 
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2.2.3. 差分解析による浸水域の抽出 

 災害前後画像のダイナミックレンジを比較すると，レンジ幅が大きく異なることが確認され

た．このまま差分解析を行うと誤抽出個所が点在する可能性がある．そのため，災害後画像を

災害前画像の平均値および標準偏差が一致するように画像の濃度変換後に差分画像を作成し

た．差分画像および差分画像のヒストグラムを図 2.11，図 2.12 に示す．得られたヒストグラ

ムから判別分析法を適用することで閾値を求め，浸水域を抽出した．判別分析法はヒストグラ

ム形状に基づき 2 値化となる値を設定し，ゼロとヒストグラムの累積値を使用して，閾値の値

を算出する手法である[68]． 

 

 
図 2.11 災害前後の差分画像 

 
 

図 2.12 差分画像のヒストグラム 

差
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差分画像により浸水域の抽出結果を図 2.13 に示す[60]．国土地理院（9 月 11 日 10 時時

点）の推定浸水域と比較すると抽出率の評価で 64％であり，正答率は 75％であった．浸水域

に囲まれる非浸水域の補正や国土数値情報の河川データを用いて対象域の河川幅を 200m と

仮定し，河川域を除外すると抽出率は 68%，正当率は 79%に上昇した．主な誤差の要因とし

て，推定浸水域中の住宅密集地が抽出できていないことや衛星画像からは浸水していない範

囲が国土地理院の推定範囲に含まれていることが挙げられる．本解析結果から浸水域が泥水

であった場合，災害前後の可視光波長帯域の緑バンドを用いて差分解析を行うことにより，

大凡の浸水域が抽出できることがわかった． 

 

 
図 2.13 浸水域の抽出結果 

 
誤抽出個所の要因を下記に示す． 

① 住宅密集地の浸水域が未抽出 

家屋を含む道路上の浸水個所は家屋の屋根と道路上の浸水域がミクセルになり，抽出が困難 

 
② 閾値の設定による未抽出 

閾値近傍の未抽出箇所が点在した．これらは誤抽出とトレードオフのため，複数バンドを用

いた段階的な浸水域抽出が必要 

 
③ 家屋の屋根が白色のような高輝度の場合，浸水域と誤抽出 

上空から家屋の浸水の有無は把握が困難 

 
④ 土壌と浸水の判別が同等の値のための誤抽出 

非浸水においても砂の流出による泥水の色調が同等であり，複数バンドを用いた段階的な浸

水域抽出が必要 

① 

② 

③ 

④ 
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2.2.4. GSI 指標を用いた浸水域の抽出と精度評価 

災害後画像から泥や砂が混じることが理由で，浸水域は一様に明るい茶色であることが確認

された．これは平成 27 年 8 月の関東・東北豪雨における常総市の浸水被害についても同様な

傾向が確認されている．そのため，反射率補正後の災害後画像を用いて，一般に裸地域の抽出

や砂漠化の指標に用いられている GSI 値[69]を用いた浸水域の抽出手法を検討した[70]．具体

的には GSI 値を用いて得られたヒストグラムと抽出結果から試行的に閾値を設定することに

より，浸水域の抽出を検討した．また，精度評価の手法として抽出率と正答率の評価を用いた．

GSI 画像を図 2.14 に，GSI 画像のヒストグラムを図 2.15 に示す．なお，GSI 画像は（7）
に式を用いて算出した．Band1 から Band3 はそれぞれ可視光青，緑，赤波長帯域を示す．GSI

値は 1 に近づくほどここでは浸水域の傾向を示す． 

 
GSI = (ρ3Band3 – ρ1Band1)  /  (ρ3Band3 + ρ2Band2 +ρ1Band1)      (7) 

 
ρn： n バンドの反射率 
 

 
図 2.14 GSI 画像 

 
図 2.15 GSI 画像のヒストグラム 

0.26 -0.32 
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 GSI 画像による浸水域の抽出結果を図 2.16 に示す．また，浸水域の抽出結果から得られた

精度評価結果を表 2.4 に示す．精度評価結果から抽出率が 70％，正当率は 73％程度で大凡の

浸水域が抽出可能であった．ただし，目視判読結果の浸水域以外においても抽出されているこ

とから補正方法を検討する必要がある．また，主な誤抽出個所を図 2.17 に示す．主な過剰抽出

領域としてグラウンドで確認された．さらに衛星と空中写真の観測時間の差（1.5h）が理由と

推測される領域が確認された．主な未抽出領域として住宅密集地であったことが確認された． 

 
図 2.16 浸水域の抽出結果 

表 2.4  浸水域の抽出結果 

抽出率 (%) ：A / ( A + B ) *100，正答率 (%) ：A / ( A + C ) *100 

   

図 2.17 主な誤抽出個所 

 
衛星解析による浸水域の抽出結果 

浸水域(km2) 非浸水域(km2) 

空中写真による浸水域の 

判読結果 

浸水域(km2) （A）1.37 （B）0.49 

非浸水域(km2) （C）0.49 - 

a) b) c) 

c) 

b) 

a) 
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2.2.5. DEM データおよび空間処理による改善手法の提案 

抽出結果から山間部において過抽出領域が点在している領域が見られた．そこで浸水被害が

発生しにくい高い標高領域を除外することで浸水域の正確性の向上を試みた[69]．対象領域内

に河川をはさんで南北に位置する山々を除外した．標高 20m 以上の山域を除外した抽出結果

を図 2.18 に示す．図 2.16 に示す改善前の結果と比較し，過剰抽出領域が除外されているこ

とが確認できる．  

 

  
図 2.18 浸水域の抽出結果の改善① 
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2.2.6. 街区データを用いた改善手法の提案 

DEM データを用いた過剰抽出個所の抽出では，浸水域と考えにくい領域を除外することが

目的であった．一方，家屋が隣接する建物領域においては未抽出個所の改善には至っていない．

そこでここでは，建物領域における抽出困難領域の抽出手法を検討した[69]．従来，DEM デー

タなどの標高値を用いて浸水到達域を推定していたが，決壊箇所や水量，流速が必要となるた

め，このような情報が必要となる場合が多い．そこで本稿ではあくまで浸水域の面的な評価を

併せた街区ポリゴン内による浸水域と建物ポリゴンの占有率から街区毎に評価することで改

善方法を検討した．道路データより作成された街区ポリゴンと国土数値情報からダウンロード

した建物のポリゴンデータ（平成 30 年度版）を図 2.19 に示す．なお，街区データは国土地理

院が発行する標準地図および道路データを用いることにより，縮尺 500 分の 1 を維持する精度

で作成した．なお，街区ポリゴンのサイズは標準地図が 4,000 分の 1 で示される道路（ズーム

レベル 17）を基本として街区とした．街区ポリゴンと建物ポリゴンと浸水域個所の面的な関係

性を示すものを図 2.20 に示す． 
 

 
図 2.19 作成した街区ポリゴン 

 
 



63 
 

 
図 2.20 街区ポリゴンと浸水域の位置図 

 
街区データにおける浸水域と建物面積の比率を図 2.21 に示す．なお，建物および浸水域の

街区内の割合が 0 の街区は図 2.21 より除外した．街区内の建物面積の割合と空中写真の浸水

域の割合は薄い橙色で示し，街区内の衛星により抽出した浸水域の割合と空中写真により判読

された浸水域の割合は薄い青色で示す．これらの街区内の衛星により抽出した浸水域の割合と

空中写真により判読された浸水域の割合の決定係数（R2）は 0.7 程度であり，高い値となるこ

とがわかる．このことは改善手法適用前においても比較した空中写真の判読された浸水域と衛

星解析により抽出した浸水域の関係性が高いことを示す． 

 
図 2.21 街区ポリゴンにおける浸水域と建物面積の比率 
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得られた街区データから建物面積と抽出した浸水域の面積の街区面積の割合を算出し，(8)式

に示す条件で街区毎に浸水域を判定した．なお，本条件は建物面積および抽出した浸水域がそ

れぞれ 25％以上で街区内に存在することを示す． 

 

     { Flood ratio > 0.25 } and { (Flood ratio + Building ratio) > 0.5 }            (8) 

 
本条件により浸水域と判定した街区ポリゴンは濃い青色および赤色で示す（図 2.21 参照）．

また，判定結果の説明図を図 2.22 に示す．街区ポリゴンにおける浸水域と建物面積の割合に

ついて赤い点線で囲まれている街区は浸水域として判定した．下記に補正された街区ポリゴン

の特徴を示す． 

 
・ 街区内の建物面積が低く，衛星解析による浸水域の割合が高い街区ポリゴンが選定され

ていることがわかる．これらは衛星解析においても浸水域と判定された領域である 

・ 街区内の衛星解析による浸水域の割合と建物面積の割合が比較的高い街区ポリゴンに

おいて改善されていることがわかる．これらは建物が隣接する密集領域であり，衛星解

析において非浸水域と判定された領域の傾向を持つ． 

 

 

図 2.22 判定結果 
 

 

 
  



65 
 

補正後の浸水域抽出結果を図 2.23 に示す．浸水域の判読結果と比較し，街区内に住宅密集

地が存在するポリゴンにおいて浸水域と正しく判定している領域が多くあることがわかる．一

方，街区内に建物密度が高い街区においては，建物の屋根の色が支配的なため，浸水域を抽出

することが困難であった．より，高分解能な衛星画像を用いることで建物間の浸水域を抽出す

ることが可能となり，本改善手法の効果を期待できると考えられる．各補正手法における評価

結果を表 2.5 に示す．また，抽出精度は 85％となり，12％向上することができた．正答率は

70％となり，6％減少した． 

 

 
図 2.23 街区データによる補正結果 

 

 表 2.5  浸水域の精度評価 

解析手法 抽出率 正当率 

災害後の光学衛星画像の GSI 値 70% 73% 

DEM データおよび空間処理による改善手法 73% 76% 

街区ポリゴンを用いた改善手法 85% 70% 
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2.3. SAR 画像データによる浸水域の抽出と改善手法の適用性の評価 

本研究では，災害前後の L バンド SAR 衛星画像を用いて岡山県倉敷市真備町の浸水域の抽

出手法を検討した．従来では災害後や災害前後の SAR 画像を用いた後方散乱係数による浸水

域の抽出が行われており，建物の立地個所の浸水状態が判断できない課題があった．そこでこ

こでは災害前後に観測された SAR 画像情報による干渉解析コヒーレンスから得られたコヒー

レンスデータを用いた改善手法について検討した． 

 
2.3.1. 使用データ 

 使用する L バンド SAR 画像は ALOS-2/PALSAR-2 により観測されたデータである．なお，

観測条件は災害前後画像で同様であり，季節差による植生の状況を考慮し，同季節に観測され

た画像を使用した．使用した災害前後の SAR 衛星画像の観測諸元を表 2.6 に，使用データを

図 2.24 に示す．また，参照データとして衛星観測時間と最も近い国土地理院による空中写真

の目視判読結果を使用した．なお，本項ではアジアの浸水域の抽出を想定し，建物 GIS データ

がない場合での改善手法を検討する． 

 表 2.6  使用した SAR 衛星データの観測諸元 

観測日 2016/7/9（災害前） 2018/7/8（災害後） 

観測モード Strip Map 

偏波 HH 

オフナディア角 38.2° 

衛星進行方向 北行方向 

観測方向 右向き（西から東） 

 

 
図 2.24 使用データ 

倉敷市真備町 

Ⓒ衛星 PF 
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2.3.2. SAR 衛星画像における後方散乱係数画像の生成 

 ALOS-2衛星画像の振幅情報を用いて局所入射角を考慮した後方散乱特性の基本物理量であ

る後方散乱係数(σ0)に変換した．なお，後方散乱係数は入射角に大きく依存する．一般的に入

射角が大きい場合，鏡面反射成分（衛星方向と逆方向のマイクロ波の反射強度）が大きくなり，

後方散乱係数成分は小さくなる．ここでは，抽出精度に影響を及ぼすと思われる地形形状を考

慮し，局所入射角を用いた．局所入射角（φ）は視線方向（I）と斜面の法線ベクトル N のな

す角として定義される(図 2.25 参照)．局所入射角の算出式を(9)に示す．I は SAR 衛星からの

視線方向とオフナディア角，N は標高データ（DEM）より算出が可能である．ここでは，メッ

シュサイズは約 10m の基盤地図情報（数値標高モデル）を利用した．後方散乱係数は衛星か

ら照射されたマイクロ波が地表面で散乱し，衛星に戻ってきた強度を示す．DN 値から後方散

乱係数への変換式を(10),(11)に示す．また，詳細な後方散乱係数の変化による判読を行うため，

オルソ化により位置合わせを行った．災害前後の後方散乱係数画像を図 2.26，図 2.27 に示

す． 

 

  cosφ = N・I  /  |N||I|                      (9) 

 

β0 dB ＝ 10  ・  log10 (DN2)                 (10) 

 

σ0dB＝ β0dB ＋ 10 * log10 (sinφ)               (11) 

DN ：画素値 

β0 ：Radar Brightness(明度) 

σ0 ：Radar Backscatter Coefficient(後方散乱係数) 

φ ：local incidence angle(局所入射角) 

 

図 2.25 局所入射角のイメージ図  
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図 2.26 災害前の後方散乱係数画像（2016/7/9） 
 

 

図 2.27 災害後の後方散乱係数画像（2018/7/8） 
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2.3.3. コヒーレンス画像の生成 

災害前後のSAR画像の干渉解析結果から得られるコヒーレンス値から建物領域を抽出する．

なお，光学衛星画像を用いた地震被害による被害建物の抽出については災害前後画像のコヒー

レントな特性を利用したテクスチャ解析が有効であることが検討されている[71]．一般的にコ

ヒーレンス値は不動の地物の領域はコヒーレンス値が高く[72,73,74]，季節差が生じやすい植

生や被害領域は低い傾向を示すことが多い[75,76]．コヒーレンス値は SAR 衛星画像に含まれ

る位相情報の複素数の値を用いることにより算出される（図 2.28 参照）．2 時期間で分散が大

きい場合,値は 0 に近づき，変化が大きいとされ，分散が小さい場合,値は 1 に近づき，変化が

小さいと判断できる．コヒーレンス値により得られた建物データを用いて，浸水建物を抽出し，

強度画像により抽出した浸水域とマージすることによる浸水域抽出手法を提案し，精度を評価

した．また，2 時期間で位置合わせされた SAR 画像（S 1および S2）から，コヒーレント合計

とインコヒーレント合計との間の比として干渉コヒーレンス（γ）を(12)式を用いることによ

り算出した．コヒーレンス 0 と 1 の間の範囲をとる． 

  

 

𝛾  
∑𝑠 𝑥 ・𝑠 𝑥

∑|𝑠 𝑥 | ・∑|𝑠 𝑥 |
 

γ：コヒーレンス値 

S1：実数 

S2：虚数 

 

 
図 2.28 複素 SAR データの概念図 

 

  

（12） 

S2 

S1 
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2.3.4. 災害前後カラー合成画像および差分画像の特性把握 

 災害前後の SAR 画像を R:災害後，G,B：災害前に色付けしてカラー合成した画像を図 2.29
に示す．災害前から災害後に後方散乱係数が上昇した場合赤色に，災害後に後方散乱係数が低

下した場合は青色に表示されるようカラー合成している． 

 浸水域から国土地理院が公表する 7 月 8 日の 14 時時点の航空写真を用いて目視判読の結果

と比較して，浸水推定領域が全体的に青色に表示されていることにより，後方散乱係数が災害

後に低下していることがわかる．これは浸水したことにより，鏡面反射成分が卓越したことが

原因と考えられる．また，図 2.30 の災害前後画像の後方散乱係数のヒストグラムから災害後

は高い後方散乱係数のピクセル数が減少し，低い後方散乱係数が増加していることがわかる．

これらも浸水が発生した原因と考えられる．ただし，堤内域を流れる河川の流域幅も増加して

いることから全体的な低い後方散乱係数のピクセル数の増加に影響していることも考えられ

る． 

 
図 2.29 2 時期カラー合成画像 

 

図 2.30 2 時期カラー合成画像のヒストグラム 

― 2016/07/09（災害前） 
―  2018/07/08（災害後） 

Red  ：7/8/2018 
Green ：7/6/2016 
Blue  ：7/6/2016 

画

素

数 

8 ビットスケールの後方散乱係数 
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 災害前後の差分画像を図 2.31 に示す．災害前から災害後を減じているため，災害前の後方

散乱係数が災害後の後方散乱係数より大きい場合は青く示されるよう表示した． 

 目視判読結果の推定浸水領域と比較すると，浸水域は全体的に青く表示されていることがわ

かる．このことから災害後に後方散乱係数が低下したことが確認できる．この特性を利用して

浸水域の抽出を検討する． 

 図 2.32 に差分画像のヒストグラムを示す．災害前から災害後を減じているため，プラスの

領域ほど浸水域である可能性が高いことを示す．ヒストグラムは単峰型の形状を示すことが確

認された．このことから明示的に浸水の有無を示す閾値を決定することは困難であると考えら

れる．そのため，ここでは平均値を閾値に設定した．なお，平均値は 0.05 であった． 

 

 

図 2.31 災害前後 SAR 差分画像（災害前－災害後） 
 

 
図 2.32 災害前後 SAR 差分画像のヒストグラム（災害前－災害後） 

 

 

10dB -10dB 

画

素

数 

後方散乱係数の差分値 
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2.3.5. 差分画像による浸水域の抽出と評価 

 災害前後の差分画像から閾値を設定して得られた浸水域の抽出結果を図 2.33 に示す．大凡

の浸水域は抽出していることが確認できた．また，対象範囲内で標高が比較的高い山域におい

ても点々と抽出されていることが確認できた．これらはSAR画像特有のノイズと考えられる．

加えて，後方散乱係数が比較的低い河川区域内の水域も抽出されていることがわかる．また，

比較的高層の建物の高反射に起因する偽像（サイドローブ）が発生し，抽出不可であった領域

も確認できた．加えて主な誤抽出個所として建物の立地する領域とノイズによる過剰抽出個所

が確認された（図 2.34 参照）．この抽出結果をベースとして光学画像の解析結果の時と同様の

改善手法を適用した． 

 

 

図 2.33 浸水域の抽出結果 
 

  
図 2.34 誤抽出個所 

（左：未抽出（住宅密集地） 右：過剰抽出（ノイズ）） 
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2.3.6. DEM データおよび空間処理による改善手法の提案 

 まず，光学衛星画像により堤外領域と考えられる河川区域を目視判読により作成し，浸水域

から除外した．加えて，光学衛星画像による浸水域の抽出の改善手法と同様に国土数値情報よ

り入手した 10mDEM データによる標高 20m 以上の領域を除外した．2 つの処理により改善

した浸水域を図 2.35 に示す． 

 

 

図 2.35 浸水域の抽出結果の改善① 
 
 次に浸水域に囲まれる非浸水域領域を対象に浸水域の可能性が高いと判断して浸水域に補

正した．改善した浸水域を図 2.36 に示す． 

 

 

図 2.36 浸水域の抽出結果の改善② 
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2.3.7. 2 時期のコヒーレンス画像による建物情報の抽出 

 SAR 衛星画像は光学衛星画像と同様に建物領域が隣接する場合，建物領域の浸水面が捉え

られないという課題がある．そこで，建物領域の浸水の有無を抽出を検討するため，災害前後

のコヒーレンス画像を用いて建物領域の抽出を検討した．干渉 SAR データ解析では，干渉デ

ータの品質や位相精度を示し指標としてコヒーレンス（干渉性）がよく利用され，任意の干渉

位相は，2 つの SAR 画素値（複素数）から，求められる．建物 GIS データと比較し，コヒー

レンス画像の傾向を調査した．  

図 2.37 にコヒーレンス画像，図 2.38 にコヒーレンス画像上に基本地図情報の建物ポリゴ

ンを重畳した図を示す． 

 非浸水域において建物位置のコヒーレンス値が比較的高いことがわかる．一方，浸水域の建

物位置では，コヒーレンスは比較的，低いことがわかる．これは浸水により建物周辺の地表面

の変化によってコヒーレンス値が低下したことが理由と考えられる． 

 図 2.39 に浸水域・非浸水域の境界となる拡大図を示す．これらからも浸水域に比べ，非浸

水域の建物位置はコヒーレンス値が高いことがわかる． 

 図 2.40 に建物位置の浸水域・非浸水域で区分したコヒーレンス値の平均値を示す．非浸水

域は峰のトップが 0.5 程度であるのに対し，浸水域は 0.2 程度であった． 

 

 

図 2.37 コヒーレンス画像 
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図 2.38 コヒーレンス画像と建物ポリゴン 

 

   

図 2.39 浸水域と非浸水域の建物立地個所のコヒーレンスの比較 
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図 2.40 浸水域と非浸水域の建物ポリゴンによるコヒーレンスの平均値 
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2.3.8. コヒーレンス値を用いた建物位置の特定手法の開発 

 国土地理院の目視判読結果より建物データに浸水域および非浸水域の属性を付与し，建物ご

とにコヒーレンス値を集計することで浸水の有無に伴うコヒーレンス特性を調査した．ここで

は，コヒーレンス値に閾値を設定することで建物ごとに浸水の有無を評価した．なお，閾値は

抽出率（目視判読の推定浸水範囲の建物が衛星解析により浸水と判定している割合）と正答率

（衛星解析が浸水と判定している建物の内，目視判読が浸水である建物割合）により決定した．

対象範囲内におけるコヒーレンス値を用いた浸水建物の判別結果を表 2.7 に示す．また，抽出

率および正答率とコヒーレンス値の関係を図 2.41 に示す． 

 
表 2.7  対象範囲の浸水建物判別結果（画素数） 

  
衛星解析 

浸水 非浸水 

目視判読 
浸水 （A）5,178 （B）2,690 

非浸水 （C）2,605 （D）10,479 

 
抽出率 (%) ：A / ( A + B ) *100 

正答率 (%) ：A / ( A + C ) *100 

 

 

図 2.41 閾値の検討 
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閾値を抽出率と正答率が交差する 0.2875 に設定し，浸水した建物を抽出した結果を図 2.42,

拡大図を図 2.43 に示す．青く表示されている建物が浸水と判定された建物であり，灰色で表

示されている建物が非浸水と判定された建物である．これらを比較すると濃い青色で囲まれる

空中写真の判読による浸水域とコヒーレンス値により判定された建物がおおよそ一致してい

ることがわかる．一方で非浸水域に誤抽出した建物も点在することがわかる．このことから建

物内のコヒーレンス値を用いることよって大凡の浸水の有無を判定することの可能性が明ら

かになった． 

 

 

図 2.42 コヒーレンス解析による浸水結果（背景：光学衛星画像） 

  
図 2.43 コヒーレンス解析による判定結果の拡大図（背景：光学衛星画像） 
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これらの結果から災害前後の SAR 画像による後方散乱係数による浸水域の抽出結果に対し

て，空間情報を用いた補正や空間処理の補正，コヒーレンス値による建物の浸水の有無を判定

した結果を図 2.44 に示す．濃い青線で囲まれている領域と水色で示されている領域がほぼ一

致していることがわかる． 

 

 

図 2.44 浸水域抽出結果（コヒーレンス建物補正） 
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各改善手法の適用別の精度評価結果を表 2.8 に示す．結果からして，各改善手法の抽出率と

正答率から空間情報を用いた補正あるいは空間処理の補正を適用することで抽出率，正答率の

向上を確認することができた．ただし，大幅に抽出率が向上する浸水域抽出結果の穴埋め補正

においては，くぼ地などがある場合は過抽出の補正となってしまう可能性があるため，適用に

注意する必要がある．また，正答率は河川情報および地形情報を用いて除外することで大幅に

向上するが標高データにおいては地域特性を考慮し，設定する必要がある．また，建物補正と

して災害前後の 2 時期間のコヒーレンス値を建物ポリゴン内の平均値を求めることで抽出率，

正当率ともに 67％程度の抽出率，正当率で抽出された．コヒーレンス値を用いて建物の浸水の

有無を判定し，補正を施した浸水域抽出結果から，強度情報の差分解析により得られた浸水域

抽出結果とマージすることで抽出率は 2%程度向上し，その効果を把握できた．また，今回用

いた SAR 衛星画像は L バンド帯の波長であるが，他の C バンドや X バンド帯のマイクロ波に

より観測されたコヒーレンス画像を用いる場合は，留意が必要である．なお，一般に波長が短

い X,C バンドは地表面の凹凸の変化に影響されやすく，干渉性が低いことから本手法の適用は

困難であることが推定される． 

これらから従来，災害後の後方散乱係数画像や災害前後の後方散乱係数の差分による抽出手

法より，本項で用いた補正および改善手法の方が高い精度で浸水域が抽出することが可能であ

ることがわかった．このことは災害直後の災害対応の立案に資する災害情報の提供が衛星画像

および地理空間情報より可能となったことを示されたと考えられる． 

 
表 2.8  浸水域の精度評価 

 抽出率 正当率 

災害前後の SAR 衛星の差分処理 79.0% 33.7% 

山域，河川水域の除外 79.6% 65.6% 

山域，河川水域の除外，建築物の立地領域の補正 80.9% 65.4% 

山域，河川水域の除外，空間処理 91.4% 67.3% 

山域，河川水域の除外，空間処理，建築物の立地領域の補正 96.2% 68.3% 
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2.4. 中分解能光学・SAR 衛星画像データによる津波被害域の抽出の評価 

 本項では中分解能衛星画像を用いた津波被害域の抽出手法について検討した．ここで用いる

衛星画像はフリーに入手可能であり，観測後は準リアルタイムにダウンロードが可能となるデ

ータである．また，中分解能衛星画像に分類されるため高精細な評価・抽出は困難であるが，

比較的広範囲の観測が可能である．そのため，衛星の観測タイミングが災害直後であれば，災

害対応の決定のための被害域の概略調査に適していると考えられる．そこで本項では津波被害

の概略調査の適用性の検討として中分解能衛星画像の光学・SAR 衛星画像の津波被害域の抽

出手法について検討した． 

 
2.4.1. 使用データ 

 本研究では，観測後準リアルタイムにフリーに入手が可能である光学衛星の Landsat-8 衛星

による災害前後に観測されたマルチスペクトル観測情報と，C バンドの波長特性をもつ SAR

衛星の Sentinel-1 衛星による災害前後の観測画像を使用した(表 2.9，図 2.45～図 2.48 参

照)．Sentinel-1 衛星画像は Copernicus Open Access Hub から提供され，Landsat-8 衛星画像

は U.S. Geological Survey(USGS)から提供された．Sentinel-1 衛星画像は回帰日数が 12 日，

観測モードは IWS (Interfero-metric Wide Swath)モードで観測され，観測方向に並行するレ

ンジ方向に 5m，軌道方向に並行するアジマス方向に 20m の分解能を有する．Landsat-8 衛星

画像は回帰日数が 16 日であり，Sentinel-2 と同様に可視光域，近赤外域，短波長赤外域のマ

ルチスペクトルデータであり，本研究で使用した可視光域・近赤外域の波長帯で 30m×30m の

分解能を有する．標高データは国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構が公開する分解能 30m

の ALOS 全球数値地表モデル情報(AW3D30)[77]を使用した．これらにより，アナク・クラカ

タウ島の噴火前後による山体崩壊により発生した津波の周辺沿岸域の津波被害領域の抽出に

ついては，Landsat-8 および Sentinel-1 衛星画像を用いた．また，津波被害域の抽出結果の精

度評価のため，Copernicus が公開する災害前後の高分解能衛星画像を用いた目視判読結果を

参照した（図 2.49 参照）[78]． 

 
表 2.9  使用衛星データ 

 

 

 

衛星 分解能 観測日(災害前/後) 

Landsat-8(光学) 30 m×30 m 

2014/12/15(前) 
2018/10/17(前) 
2018/12/20(前) 
2019/01/05(後) 
2019/02/06(後) 
2019/02/22(後) 

Sentinel-1(SAR) 5 m×20 m 
2018/12/19(前) 
2018/12/31(後) 
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図 2.45 Landsat-8 衛星データ 

（左：2014/12/15（災害前） 右：2018/10/17（災害前）） 

  
図 2.46 Landsat-8 衛星データ 

（左：2018/12/20（災害前） 右：2019/1/5（災害後）） 

  
図 2.47 Landsat-8 衛星データ 

（左：2019/2/6（災害後） 右：2019/2/22（災害後）） 
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図 2.48 Sentinel-1 衛星データ 

（左：2018/12/19（災害前） 右：2018/12/31（災害後））
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図 2.49 インドネシアの津波被害（Copernicus）[77] 

（左：Tanjung Lesung 右：Sumur） 
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2.4.2. 光学衛星画像における衛星画像の前処理と正規化植生指標値の算出 

 一般に光学衛星画像データは大気による散乱・吸収の影響を除去する必要がある．また，太

陽高度や入射角が異なる場合，地表面からの反射率は異なる．そのため，使用する衛星画像デ

ータについてまず前述の(4)の式を用いて DN 値から放射輝度(Lλ)に変換し，(5)の式より反射

率(ρ )に変換した． 

 
大気補正処理により地表面反射率変換後の可視光赤波長帯域と近赤外波長帯域の観測バン

ドを用いて一般に植生の健全度や枯れ具合の指標として利用される正規化植生指標値(NDVI

値)を(13)に示す式を用いて算出した． 

 
NDVI  =  ( ρ5 NIR – ρ4 Red  )  /  ( ρ5 NIR – ρ4 Red  )    (13) 

ρn： n バンドの反射率 

 
Red は可視光赤波長帯域，NIR は近赤外波長帯域の観測バンドを示す．Landsat-8 衛星画像

の場合，NIR は band5，Red は band4 を指す．NDVI 値は-1 から+1 の値となり，+1 に近づ

くほど植生活性度が高い傾向を示す． 
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2.4.3. SAR 衛星画像における後方散乱係数画像および MTC 画像の生成 

 Sentinel-1 衛星画像の振幅情報を用いて局所入射角を考慮した後方散乱特性の基本物理量

である後方散乱係数(σ0)に変換した．後方散乱係数は衛星から照射されたマイクロ波が地表面

で散乱し，衛星に戻ってきた強度を示す．DN 値から後方散乱係数への変換式は(10),(11)の式

を用いた．また，詳細な後方散乱係数の変化による判読を行うため，オルソ化により位置合わ

せを行った． 

 
周辺沿岸域の津波被害域の抽出の検討として 2 時期の強度画像と 2 時期間の干渉度を示す

コヒーレンス画像を用いて時点が古い観測画像を赤，新しい観測画像を緑，コヒーレンス画像

を青に割り当てて合成し，MTC（Multi Temporal Coherence）画像を作成した[79]．災害後に

反射強度が増加すると緑色が濃くなり，低下すると赤色が濃く表示される（図 2.50 参照）．コ

ヒーレンス画像を合成しているため，比較的小規模な地表面の変化を把握することが可能であ

る． 

 

 
R：古い後方散乱係数画像 

G：新しい後方散乱係数画像 

B：コヒーレンス画像 

図 2.50 MTC 画像のカラー合成 
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2.4.4. 品質評価データを用いた雲箇所の補正 

 災害直前・直後に観測された Landsat-8 衛星画像は，被雲のため解析・抽出が困難であった

ため，観測時期が同等で被雲が少ない画像を用いて補正した．Landsat-8 衛星画像プロダクト

には品質評価を目的として，ピクセル毎に雲や雲影など領域の評価データが含まれている[80]．

それぞれの観測データにおいて品質評価データから，表 2.10 に示される雲の信頼性が中およ

び高，雲による影が高とされるピクセルデータを抽出した．例としてトゥルーカラー画像と品

質評価画像を図 2.51，図 2.52 に示す．この領域を災害直前・直後の観測画像を基本として，

被雲および被雲による影領域を補正することで災害前，災害後の光学衛星画像データとした．

なお，いずれの画像データでも被雲・雲影の領域は評価対象外とした．得られた災害前後の補

正データから災害前，災害後の NDVI 画像を作成した．なお，土地被覆情報から未被害かつ乾

燥林 2 次林を対象として NDVI 値を補正した[81]．図 2.53，図 2.54 から比較的高い NDVI
値が分布していることがわかる．また，全体域の NDVI 値の分布状況からは目視判読では津

波被害域による変化を把握することは困難であった． 

 

表 2.10  Landsat-8 の品質画像のピクセル値[80] 

Attribute Pixel Value 

Cloud 2800, 2804, 2808, 2812, 6896, 6900, 6904, 6908 

Cloud Confidence - Medium 2752, 2756, 2760, 2764, 3008, 3012, 3016, 3020, 3776, 

3780, 3784, 3788, 6848, 6852, 6856, 6860, 7104, 7108, 

7112, 7116, 7872, 7876, 7880, 7884 

Cloud Confidence - High 2800, 2804, 2808, 2812, 6896, 6900, 6904, 6908 

Cloud Shadow - High 2976, 2980, 2984, 2988, 3008, 3012, 3016, 3020, 7072, 

7076, 7080, 7084, 7104, 7108, 7112, 7116 

 

 

図 2.51 Landsat-8 衛星データ 
（左：トゥルーカラー画像（2014/12/15） 右：品質補正画像（2014/12/15）） 

 

 



88 
 

 

図 2.52 Landsat-8 衛星データ 
（左：トゥルーカラー画像（2019/1/5） 右：品質補正画像（2019/1/5）） 

 

  

図 2.53 雲補正データ（災害前） 
（左：雲補正分類画像 右：雲補正 NDVI 画像） 
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図 2.54 雲補正データ（災害後） 
（左：雲補正分類画像 右：雲補正 NDVI 画像） 

 
2.4.5. 対象範囲における NDVI 値の構成比と津波被害域の抽出 

 海岸線から内陸方向に 1,000m の範囲を対象範囲とし，災害前後の NDVI 値を集計すること

で変化過程を把握した．災害前後の NDVI 値のヒストグラムを図 2.55 に示す．なお，対象範

囲に被雲による影響がある場合は災害前後の NDVI 値が対象範囲に対して占めている比率を

構成比としてプロットした．災害前後で NDVI 値は大きく変わらないことが確認できる．ま

た，比較的低い 0.4 以下の NDVI 値が災害前と比較し，災害後に増加していることがわかる．

これらは津波による森林が倒伏，流出の影響を受けた理由と推測される． 

 

 
図 2.55 災害前後の NDVI 値のヒストグラム 
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災害前後で NDVI 値は大きく変わらないことが確認できる．また，比較的低い 0.4 以下の

NDVI 値が災害前と比較し，災害後に増加していることがわかる．これらは津波による森林が

倒伏，流出の影響を受けた理由と推測される．そこで(14)に示す簡易的な条件式を用いて津波

被害域の抽出を試みた． 

 
（ NDVIbefore  >  0.5 ） and ( NDVIafter  <  0.4 )   (14) 

 
(12)の条件式で得られた津波被害推定領域を図 2.56 に示す．対象範囲内において海岸線側に

沿って抽出結果が分布していることから，抽出結果の妥当であることが推測される． 

 

 

 
図 2.56 被害領域の抽出結果 
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2.4.6. 精度評価 

 精度評価においては，Copernicus による高分解能衛星画像データの目視判読結果（図 2.49
参照）[77]を参照し，抽出率(目視判読結果の内，衛星画像から抽出できた被害域の割合)と正答

率（衛星画像抽出で被害域と判定した領域が目視判読結果で被害域であるかどうかを示す割合）

を算出することで評価した．精度評価対象地は TANJUNGLESUNG 地区と SUMUR 地区と

した．2 地区における津波被害域の抽出結果と目視判読結果の分布を図 2.57 に示す．津波に

よる被害が比較的大きい領域は抽出できていることがわかる．ただし，津波が到達したと考え

にくい内陸においても誤抽出が確認された．また，SUMUR の領域において住宅密集地の津波

被害域は未抽出であった．これは本手法が植生の活性度を示す NDVI 値を用いているため未抽

出であったと推測される．2 地区のそれぞれの抽出率は TANJUNGLESUNG 地区で約 55%，

SUMUR 地区で約 38%であった．正答率は TANJUNGLESUNG 地区で約 73％，SUMUR 地

区で約 59%であった（表 2.11 参照）．抽出率は低い結果となったが，正答率が約 60%以上で

あることや海岸線に沿って抽出できていること，加えて比較的規模が大きい目視判読結果と抽

出領域の形状がおおよそ同様のことから津波被害域の概要を把握することが可能であると考

察された．また，Landsat-8 衛星画像は，フリーに観測後準リアルタイムに入手可能であるこ

とから，その他他高分解能衛星画像が衛星軌道の制約により観測が困難な場合での補完での利

用が想定できると考えられる．これらから本手法を適用することで災害対応時に迅速に把握が

必要な概略調査の適用可能性が示されたと感がられる．おおよその津波被害域を把握すること

が可能であることが考察された．ただし，災害対応時には人的な被害の収集が最も優先される

ため，住宅密集地における津波被害域の抽出手法を検討する必要がある． 

 

  

図 2.57 精度評価（左：TANJUNGLESUNG 右：SUMUR） 

表 2.11  精度評価結果 

 抽出率 正当率 

TANJUNGLESUNG 55% 73% 

SUMUR 38% 60% 
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2.4.7. MTC 画像と目視判読結果の比較 

 災害前後の Sentinel-1画像より作成した MTC画像を用いて津波被害領域の判読特性を整理

し，本災害における利用可能性について検討した．図 2.58 に作成した MTC 画像を示す．2 時

期間において後方散乱係数の低下個所は赤色，上昇した個所が緑色となるように表示した．ま

た，コヒーレンス値が比較的低い個所は黄色で表示されていることがわかる．図 2.60 の

Landsat-8 画像との MTC 画を比較すると森林などが黄色，住宅密集地などが青や白色で表示

されていることがわかる．NDVI 画像による抽出精度を評価した同様の地点の MTC 画像を図 
2.59 に示す．目視判読結果による津波被害域において，MTC 画像は後方散乱係数の低下によ

り薄い赤で表示されている個所はあるものの明瞭に判読することは困難であった．また，東京

大学地震研究所による津波シミュレーション結果[82]によると周辺沿岸域において本災害で最

も規模の大きい約 3m クラスの最大波高の津波が襲来した地区と報告されている．図 2.60 に

おいて NDVI 値により抽出した津波被害域と MTC 画像を比較した．本地区においては津波被

害抽出域と MTC 画像で赤く表示される範囲がおおよそ一致していることがわかる．このこと

から図 2.59 の地区と比較し，比較的大きい津波が襲来したことにより，森林が流出し，地表

面が滑らかになったため MTC 画像で把握可能であったと考えられる．また，多種ある SAR 衛

星の中でも C バンドによる観測データは L バンドと比べ，波長が短いため詳細な地表面の変

化に優れる特性を有するため，このような森林域における被害において優位性があると考察さ

れた．このようなことから観測後準リアルタイムに入手が可能な Sentinel-1 衛星画像を用いた

MTC 画像による津波被害の抽出が災害対応の概要調査に利用できる可能性が示されたと考え

られる． 

 

 
 図 2.58 MTC 画像 

 

観測方向 
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図 2.59 MTC 画像 
（左：TANJUNGLESUNG 右：SUMUR） 

 

  

図 2.60 MTC 画像と Landsat-8 衛星画像の比較 
（左：MTC 画像 右：浸水域抽出結果） 
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ここでは高頻度に観測され，観測後に準リアルタイムで公開され，フリーに入手可能な光学・

SAR 衛星により観測された災害前後の衛星データセットを整備し，アナク・クラカタウ島の山

体崩壊による地形変化および周辺環境の判読調査と周辺沿岸域の津波被害領域の抽出につい

て検討した．Sentinel-2 衛星によるマルチスペクトル観測情報と Sentinel-1 衛星による SAR

画像情報，ALOS 全球数値地表モデル情報による地形データから山体崩壊による火口周辺の変

化や海岸線の変化および周辺環境について効果的に把握できた．これらから，光学・SAR のそ

れぞれの特性を活用することで同様の災害における災害対応の概要調査に利用可能性が示唆

されたと考察された．また，周辺沿岸域における津波被害において光学衛星の Landsat-8 衛星

画像により観測時期を考慮して観測データを利用することで被雲や雲影領域をカバーし，災害

直前直後データを作成することで，雨天が多い地域においての利用が示されたと考えられる．

加えて，これらから作成した災害前後のマルチスペクトル観測情報から NDVI 値を用いた津波

被害域の抽出結果としては，目視判読結果と比較して約 50％の抽出精度であった．これらによ

り，沿岸域に森林が繁茂するインドネシアで津波被害域を効果的に抽出できる可能性が示され

たと考えられる．ただし，災害対応時は人的な被害を迅速に把握する必要があるため，沿岸域

に位置する住宅密集地における津波被害の抽出方法を検討する必要がある．また，MTC 画像

を用いることで比較的，大規模な津波被害域においての抽出可能性も示された．これらの検討

結果から，即応性が求められる災害対応での利用可能性も示されたと考えられる．また，

Sentinel-1 衛星，Sentinel-2 衛星はその他衛星と比較し，高頻度且つ定常的に観測されること

から継続的な被害情報の収集の利用可能性が示されたと考えられる．加えて，本研究で使用し

た衛星画像は定常的に広範囲に観測されることから，復旧・復興フェーズでのモニタリングに

おいても利用できると考えられる． 
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2.5. 本章のまとめ 

災害直後は政府・地方自治体による災害対応として災害の規模を早期に把握し，災害対応を

立案するが，広域な被害の場合，その被害領域を把握することは非常に困難である．そのため

多くの観測ツールを併用した詳細な災害規模や被害領域の把握が必要である．広範囲かつ同時

多発的に発生する浸水被害に対しては，衛星画像を用いた被害領域の抽出はその他観測ツール

に比べて有効であると考えられる． 

まず，平成 27 年 9 月関東・東北豪雨および平成 30 年 7 月豪雨で被災した岡山県倉敷市真

備町，平成 30 年 12 月クラカタウ火山活動による津波被害を対象に，災害直後フェーズにおけ

る光学・SAR 衛星画像を用いた浸水域および浸水被害における沿岸域の被害域の抽出手法に

ついて検討した．下記に検討結果を示す． 

 
・ 平成 27 年 9 月関東・東北豪雨を対象に浸水域と数種の非浸水域の災害前後の地表面反射

率の平均値を集計することにより，浸水域のスペクトラル特性を把握した．その結果，浸

水域と非浸水域はバンド 2（緑）で顕著に違いがあることがわかった．また，バンド 1（青），

バンド 3（赤）の可視域の波長においても非浸水域より高い値となることがわかった． 

 
・ 従来，衛星画像の変化域の抽出においては災害前後画像の比較，差分を算出することでそ

の変化域を災害被害域としていた．ここではアーカイブ画像がない場合を想定した災害後

のみの光学衛星画像を用いた浸水域の抽出手法を検討した．平成 27 年 9 月関東・東北豪

雨において被災した茨城県常総市による高分解能光学衛星画像でも見られたように一般

的に砂漠化の指標として用いられる GSI 指標が浸水域に卓越していることが確認された．

そのため，平成 30 年 7 月豪雨で被災した岡山県倉敷市真備町の浸水域に対しても分解能

が 6m の SPOT-7 衛星画像を用いて抽出を行った．その結果，国土地理院の空中写真の目

視判読により作成された推定浸水域と比較して抽出率，正答率ともに 70%程度の精度で抽

出が可能であった．これらから大凡の浸水被害を抽出できる可能性が示された．さらに空

間情報や地形情報を用いることで浸水域の精度の向上を確認できた．また，従来から課題

であった建物域の未抽出個所が確認された．この課題の対応として街区ポリゴンによる街

区ポリゴン内の建物面積と浸水抽出面積を求めることで街区ごとに浸水可能性を評価し

た．その結果，正答率は 70%以上の精度を維持しながら，抽出率は 85%程度に向上するこ

とを確認し，本手法の有効性を確認した．なお，GSI 値を算出して浸水域を抽出する手法

は河川沿いに水田や泥などが存在する特性を持つ地域に関して，非常に有効であり，災害

後のみの光学衛星画像を用いることで大凡の浸水域を把握可能であることは災害対応の

利用にも十分に有効性があると考えられる．また，街区ポリゴンを用いた手法においては，

その有効性を確認できたももの，街区ポリゴンのサイズや未整備地域においては街区の形

状やその大きさが異なる場合においてもその適用性を把握する必要があると考えられる． 

 
・ 災害前後の SAR 画像を用いて浸水域の抽出手法を検討した．各改善手法の抽出率と正答

率から空間情報を用いた補正あるいは空間処理の補正を適用することで抽出率，正答率の

向上を確認することができた．ただし，大幅に抽出率が向上する浸水域抽出結果の補正に

おいてはくぼ地などがある場合は過抽出の補正となってしまう可能性があるため，適用条

件を整理し，使用する必要がある．また，正答率は河川情報および地形情報を用いて除外

することで大幅に向上するが標高データにおいては地域特性を考慮し，設定する必要があ

る，また，建物立地領域の補正として，災害前後の 2 時期間のコヒーレンス値を建物ポリ
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ゴン内の平均値を求めることで抽出率，正当率ともに 67％程度の抽出率，正当率で抽出さ

れた．これらを用いて強度情報の差分解析により得られた浸水域抽出結果とマージするこ

とで抽出率は 2%程度向上し，その効果を把握できた．その結果，抽出率は 96%程度，正

当率は 68%程度であったことから災害対応時の概要調査には利用が可能と考えられる． 

 
・ 光学衛星画像と SAR 衛星画像の併用手法に関して検討した．光学衛星画像と SAR 衛星画

像の抽出結果を比較すると画像のみの解析では光学衛星画像の方が本事例においては精

度が良いことがわかった．そのため，光学衛星が観測できれば，その利用が望ましいと考

えられる．一方，SAR 衛星画像は悪天候や夜間でも観測可能であり，すなわち観測成功率

は高いため，アーカイブ画像と災害後画像の災害前後の画像を利用して浸水域の抽出を行

った．コヒーレンス値による建物補正あるいは，街区ポリゴンを用いた浸水面積と建物面

積の補正方法を適用することで精度評価は向上すると考えられる．また，災害対応を行う

政府・地方自治体の利用を踏まえると災害後の光学衛星画像による解析結果をベースとし

た方がより視覚的に被害状況を把握できることから，重ねて記載するが災害後に光学衛星

画像が観測できれば，これを基本とした解析を行う方が最適と考えらえる．また，緊急避

難場所や避難所，道路線などの地理空間情報を重畳することにより，より災害対応現場で

利用が容易，迅速かつ効果的な災害対応の立案に寄与できると考えられる． 

 
・ 次にフリーで入手が可能である空間分解能 20m 程度の政府系光学・SAR 衛星画像による

インドネシア国のアナク・クラカタウ火山の山体崩壊による津波の被害領域の抽出手法に

ついて検討した．災害前後の同季節に観測された各 3 シーン，計 6 シーンの光学衛星画像

である Landsat-8 衛星による観測されたマルチスペクトル画像情報を用いて，災害直前・

直後の画像情報をベースとして雲補正することにより，周辺沿岸域の津波被害領域の抽出

手法を検討した．また，同季節による観測のため，NDVI 値に季節差は含むことは考えに

くいが，災害直前・直後の植生域を数か所サンプリングすることでモデル式を作成するこ

とで補正した．これらから災害前後 NDVI 値の差分値をとることで閾値を決定し，浸水域

とした．その結果，Copernicus による災害後の光学衛星画像の目視判読結果と比較して，

抽出率が 38%～55％，正当率は 59％～73％であった．Landsat-8 衛星はマルチスペクト

ル画像で分解能が 30m であるため，抽出率は低い結果となったが，海岸線沿いに抽出で

きていることから大凡の被害域の形状は把握することが可能であることが示された．ただ

し，建物被害域については未抽出である傾向が示された．また，Sentinel-1 衛星画像の強

度情報と干渉解析結果から得られるコヒーレンス画像をカラー合成して得られる MTC 画

像による浸水域の抽出においては，津波被害による後方散乱係数の低下およびコヒーレン

ス値の低いピクセル値を示す領域の傾向を示されたものの，明瞭に把握することは困難で

あった．また，津波による森林が流出した領域は明瞭に把握が可能であった．これらの検

討結果から，即応性が求められる災害対応での利用可能性も示されたと考えられる．また，

Sentinel-1 衛星，Landsat-8 衛星は定常的に観測されることから継続的な被害情報の収集

の利用可能性が示されたと考えられる．加えて，本研究で使用した衛星画像は定常的に広

範囲に観測されることから，復旧・復興フェーズでのモニタリングにおいても利用できる

と考えられる． 
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 復旧・復興フェーズにおける衛星画像を用いた津波被害域の調査 
3.1. 研究概要 

現状の衛星画像による復旧・復興フェーズによる衛星画像の利用は確立されていない．一方

で，内閣府による「復旧・復興ハンドブック」の被災状況などの把握の施策によると，復旧・

復興の状況を継続的に把握し，タイムリーな施策を実施する必要があると記載されており，東

日本大震災のような広域におよぶ被害においては，復旧・復興事業の進捗状況を定期的に適切

に把握することが必要であると考えられる[53]．加えて，このような施策を効果的に支援する

ためには，広域かつ周期的に観測が可能な衛星リモートセンシングが有効であると考えられる．

そのため，ここでは平時，災害直後の衛星画像と復旧・復興フェーズにおいて観測された衛星

画像による時系列データセットを構築することにより，復旧・復興状況の継続的なモニタリン

グ手法としての利用の可能性について検討した．さらに，被災した沿岸域の植生環境を対象と

して光学衛星画像のマルチスペクトル情報を利用することで継続的な復旧・復興状況の把握手

法について検討した．これらの結果から，日本に加えて海外における復旧・復興モニタリング

の利用について検討した [83,84]． 

 

3.2. 時系列データセットの構築 

災害前から災害後 5 年後までの 5 時期の高分解能衛星画像より作成したパンシャープン画

像と NDVI 画像を利用し，厳密な位置合わせを施した後，海岸林領域を示す空間情報を組み合

わせた時系列データセットを構築した（図 3.1 参照）． 

 

 

図 3.1 衛星画像による時系列把握のイメージ 
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3.2.1. 使用衛星データ 

本研究では，高分解能衛星 GeoEye-1 および WorldView-2,3 による時系列的な観測画像を使

用した（表 3.1 参照）．災害前の 1 時期と災害後 4 時期の計 5 時期とし，観測時期はほぼ同等

の画像である．一般に光学衛星画像は大気による散乱・吸収の影響を除去する必要がある．ま

た，太陽高度や入射角が異なる場合，地表面からの反射率は異なる．使用する衛星画像につい

て DN 値から大気補正処理を施し，地表面反射率に変換した．大気補正処理手法は Richer R., 

et al.によって検討され，DLR-German Aero Space Center にて処理プログラムが提案されて

いる ATCOR アルゴリズムを使用した[85]．使用画像を図 3.2 に示す． 

 

 

 

 

 

  

図 3.2 使用衛星データ 
 

① ②  

③  ④ ➄ 
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表 3.1  使用衛星データの諸元 

 
3.2.2. パンシャープン画像と正規化植生指標値画像の作成 

本研究で使用する高分解能衛星画像データの高分解能な性能を持つ画像判読調査を活用す

るために，パンシャープン画像を作成した（図 3.3～図 3.7 参照）．なお，解像度は表-1 に示

すパンクロマティックのサイズとした．これらを用いて画像判読により，海岸堤防や海岸林お

よび復興道路を調査した．大気補正処理により地表面反射率変換後の可視光赤波長帯域と近赤

外波長帯域の画素情報を用いて一般に植生の健全度や枯れ具合の指標として利用される正規

化植生指標値（NDVI 値）を（15）,(16)に示す式を用いて算出した． 

 
GeoEye-1 画像：  

NDVI = ( ρ4 Band4 – ρ3 Band3 ) / ( ρ4 Band4 + ρ3 Band3 )      (15) 
WorldView-2,3 画像：  

NDVI = ( ρ7 Band7 – ρ5 Band5 ) / ( ρ7 Band7 + ρ5 Band5 )      (16) 

 
GeoEye-1 画像については，Band3 は可視光赤波長帯域，Band4 は近赤外波長帯域の観測バ

ンドを示す．WorldView-2,3 画像については，Band5 は可視光赤波長帯域，Band7 は近赤外

波長帯域の観測バンドを示す．NDVI 値は-1 から+1 の値となり，+1 に近づくほど植生活性度

が高い傾向を示す．ρは ATCOR 手法による各バンドの反射率を示す． 

  
図 3.3 パンシャープン画像と NDVI 画像（2010/4/4（災害前）） 

No 衛星 分解能(マルチ/パンクロ) 観測日(災害前/後) 

①  GeoEye-1 2.0m×2.0m/0.5m×0.5m 2010/4/4（災害前） 

②  GeoEye-1 2.0m×2.0m/0.5m×0.5m 2011/3/14（災害直後） 

③  GeoEye-1 2.0m×2.0m/0.5m×0.5m 2013/4/14（災害 2 年後） 

④  WorldView-2 2.0m×2.0m/0.5m×0.5m 2014/4/2（災害 3 年後） 

⑤  WorldView-3 1.2m×1.2m/0.3m×0.3m 2016/4/13（災害 5 年後） 
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図 3.4 パンシャープン画像と NDVI 画像（2011/3/14（災害直後）） 

 

 

 

  
図 3.5 パンシャープン画像と NDVI 画像（2013/4/14（災害 2 年後）） 
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図 3.6 パンシャープン画像と NDVI 画像（2014/4/2（災害 3 年後）） 

 

 

  
図 3.7 パンシャープン画像と NDVI 画像（2016/4/13（災害 5 年後）） 
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3.2.3. 海岸林領域の抽出と空間情報への変換 

 災害前画像から沿岸域の海岸林領域を作成した．海岸林領域と災害前画像の重畳した図 3.8
から海岸林領域が正しく示されていることがわかる．また，図 3.9 の拡大図から海岸林が繁茂

していない領域が，抽出されていないことから正しく抽出されていることがわかる．本研究で

は海岸林の領域を本図の通りとし，評価する． 

 

  

図 3.8 海岸林領域の抽出（2010/4/4（災害前）） 
 

 

   
図 3.9 海岸林領域の抽出（拡大図）（2010/4/4（災害前）） 
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3.3. 沿岸域の周辺インフラの変化過程の判読調査 

 構築した時系列データセットにより災害前と災害直後を基準に災害 5 年後までのパンシャ

ープン画像を比較した．各 5 時期のパンシャープン画像を図 3.10 に示す．海岸堤防において

は，応急復旧・本復旧を焦点に当て復旧過程を画像判読により調査した．東部復興道路におい

ては災害 5 年後の工事進捗状況をパンシャープン画像の画像判読により調査した． 

 

 
 

 

  
 

図 3.10 使用衛星データ 
①2010/4/4（災害前），②2011/3/14（災害直後），③2013/4/14（災害 2 年後）， 

④ 2014/4/2（災害 3 年後），⑤2016/4/13（災害 5 年後） 

 
  

① ② 

③  ④  ➄ 

A A 

A A 
A 

B 

C 
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3.3.1. 海岸堤防の変化過程 

 5 時期のパンシャープン画像の全体図の図 3.10 に示す A 地点の拡大図を図 3.11 に示す．

災害直後画像から津波により湛水している状況が確認できる．災害 2 年後においては災害緊急

復旧工事による土嚢やブロック張りによる復旧工事と堤防沿いに造成されている様子が確認

できる．災害 5 年後においては土嚢の撤去や堤防の強化および延長が確認できる．これらによ

り海岸堤防復旧工事の被災状況や緊急復旧および本復旧の工事進捗状況を把握することが可

能であった． 

 

   
 

   
 

 
図 3.11 海岸堤防の変化過程 

① 2010/4/4（災害前），②2011/3/14（災害直後），③2013/4/14（災害 2 年後）， 

④2014/4/2（災害 3 年後），⑤2016/4/13（災害 5 年後） 

 
  

②  ①  

③ ④ 

⑤ 
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3.3.2. 復興道路の変化過程 

 東部復興道路整備事業は平成 26 年度に着工した．そのため，着工後の災害 5 年後のパンシ

ャープン画像を用いて判読調査を行った．復興道路を示すパンシャープン画像を図 3.12 に示

す．復興道路は白線として示されていることがわかる．また，B 地点においては若林区荒浜新

地区の避難道路である県道荒浜原町線と交差を始点とし，宮城野区新浜地区まで復興道路が確

認でき，災害 5 年後時点で 2.5km 程度の延長であった．既設道路とつながるバイパスの着工

が確認できる．また，C 地点においては県道の上を交差する取付道路の整備として盛土工事が

確認できる．これらにより復興道路の工事進捗状況を面的に把握することが可能であった． 

 

 

図 3.12 復興道路の工事状況（2016/4/13） 
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3.3.3. 海岸林の変化過程 

 図 3.13 より災害前後画像から濃緑色に表示されていた海岸林が薄赤色や薄緑色への変化が

確認できる．災害直後では，海岸林がまばらに見られることから津波による流出が推定される．

また，災害 2 年後では被災した海岸林の撤去や植生地盤の造成工事が確認できる．災害 3 年後

以降は植生基盤再生のための造成工事が進み，海岸林の減少が認められた．災害 5 年後におい

ては植生地盤の造成工事範囲において植生再生点が規則的に配列している様子が確認され，こ

れらは植樹事業の進捗を捉えていると推察される．現地調査による植樹後の海岸林の生育状況

からも推察される． 

 

  

  

 

図 3.13 海岸林の変化過程 
① 2010/4/4（災害前），②2011/3/14（災害直後），③2013/4/14（災害 2 年後）， 

④ 2014/4/2（災害 3 年後），⑤2016/4/13（災害 5 年後） 

 

②  ①  

③ ④ 

⑤ 
NDVI 値 

1 0 
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3.4. 正規化植生指標値による海岸林の変化過程の評価 

構築した時系列データセットの NDVI 値から海岸林の被害状況および変化過程を画像判読

により調査した．各 5 時期の NDVI 画像を図 3.14 に示す．なお，海岸林の領域は災害前画像

から求めた．加えて詳細な判読が必要な場合は，パンシャープン画像を参照した．さらに海岸

林領域の NDVI 値の構成比と直近 2 時期の植生域の抽出結果と差分値の算出結果から海岸林

の変化過程を面的および海岸領域内の植生域の割合で評価した． 

 

 

 

図 3.14 使用衛星データ 
① 2010/4/4（災害前），②2011/3/14（災害直後），③2013/4/14（災害 2 年後）， 

④ 2014/4/2（災害 3 年後），⑤2016/4/13（災害 5 年後） 

  

① ② 

③  ④  ⑤  

D 

E 
D 

E 

D 

E 

D 

E 

D 

E 

NDVI 値 
1 0 
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3.4.1. 沿岸域における土地造成被覆の変化過程 

 海岸林領域内の NDVI 値をフォルスカラー表示のパンシャープン画像に重畳した図を図 
3.14 に，D 地点と E 地点の拡大図を図 3.15, 図 3.16 に示す．災害直後と災害 2 年後以降を

比較すると，黄色や橙色で示される海岸林の残存範囲が多くの範囲で緑色に変化していること

から，NDVI 値の低下が見られる．これらは被災した海岸林が撤去され，植生地盤の造成工事

による影響と考えられる．災害 3 年後で残存する海岸林と造成工事範囲を示す黄色と緑色で構

成される領域が明確に分類することができる．災害 5 年後では海岸林領域の全域で緑色に示さ

れていることから，植樹のための土壌改変によると考えられる造成工事の進捗が確認できる． 

 

 

  

  
図 3.15 D 地点の拡大図 

① 2010/4/4（災害前），②2011/3/14（災害直後），③2013/4/14（災害 2 年後）， 

④ 2014/4/2（災害 3 年後），⑤2016/4/13（災害 5 年後） 

 

 

 

① ② 

③  ④  

⑤ 
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3.4.2. 海岸林領域における海岸林の変化過程 

災害前では海岸林の繁茂による高い NDVI 値の分布傾向が沿岸域全域に広がっている（図 
3.16）．その後，被災によって大きく分布形状が崩壊し，大きく変化していることが示されてい

る．しかしながら被災 2 年間の間で，立ち枯れによる植生域の減少と，一方で植樹復旧作業は

目立って行われていない傾向も考察することができる．特に E 地点の箇所では，災害直後にお

いては災害前に比べ急激な NDVI 値の低下が確認でき，津波による海岸林の流出および倒木が

原因と推察される．災害 2 年後では，さらに NDVI 値の低下が確認でき，立ち枯れなどの影響

と推察される．災害 2 年後以降の NDVI 値の分布をみると，比較的高い個所が複数点在し始め

ていることが示された．これらから，残存する海岸林の再活性化のほかに新たな植栽による箇

所の増加していることが考察できる．また，災害 2 年後以降にかけて，海岸林の植樹による

NDVI 値の上昇が確認できる．このように植樹によって NDVI 値が上昇した過程は，現地写真

からも推察された．なお，図中黒枠は大凡の写真範囲を示す． 

 

 

 

 ｆ 

図 3.16 E 地点の拡大図 
① 2010/4/4（災害前），②2011/3/14（災害直後），③2013/4/14（災害 2 年後）， 

④ 2014/4/2（災害 3 年後），⑤2016/4/13（災害 5 年後） 

 

 

① ② 

③  ④  

⑤ 
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3.4.3. 海岸林領域の NDVI 値の構成比による特性 

 災害前から災害 5 年後の 5 時期の海岸域領域内の NDVI 値の変化過程を図 3.17 に示す．な

お，画像のピクセルサイズが異なるため，各々の NDVI 値が全体に対して占めている比率を構

成比としてグラフ化した．図 3.17 から災害前は NDVI 値が高いことが確認できる．災害直後

は津波による影響により NDVI 値の急激な低下が確認できる． 

 また，画像判読時では困難であったが，災害 2 年後以降の NDVI 値の変化傾向は時間経過と

ともに低下していることが確認できる．なお，災害 2 年後以降は復旧工事の進捗による造成範

囲の変化なども含むことに留意する必要がある．また，NDVI 値を集計し，試行的に閾値が 0.2

以上を大凡健全な植生とし，植生域と非植生域で分類した（図 3.18）．なお，本検討において

は衛星観測波長帯が同等の災害 3 年後以降の 2 時期（2014 年と 2016 年）の画像について適

用した．海岸林領域における植生域の分布から災害 3 年後の植生域の割合は 35%程度であっ

たが，災害 5 年後では 12%程度であり，復旧事業の進捗による残存する海岸林の撤去および造

成による裸地化の影響を定量的に把握することができた．加えて植生域の抽出結果と現地写真

の比較から，この箇所で残存する海岸林を抽出できていることが示された（図 3.19，図 3.20）． 

 

 
図 3.17 NDVI 値のヒストグラム 
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図 3.18 各時期の海岸林抽出結果 
 

 

図 3.19 各時期の海岸林抽出結果の拡大図（2016/4/13） 
（左：植生抽出域, 右：フォルスカラー） 
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図 3.20 F 地区の現地写真 
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3.5. 正規化植生指標値の差分解析による海外林の変化過程の評価 

3.5.1. 差分画像による災害３年後以降の植生域の増減 

 災害 3 年後以降の直近 2 時期（2014 年と 2016 年）の NDVI 値を用いて差分画像を作成し

た（図 3.21 参照）．この差分画像の分布から海岸林の復旧状況を評価した．差分画像は災害 3
年後が災害 5 年後より NDVI 値の低い個所は赤く，高い個所は緑色に，変化が少ない個所は黄

色で表示した．なお，黄色範囲においてはヒストグラムの平均値から正負に大凡 1σの範囲と

した．全体的に黄色，緑色が多く分布していることがわかる．緑色の分布が密集しながら固ま

りかつ矩形範囲で多く表示されていることから，この期間に植樹事業を推進するための残存す

る海岸林の撤去による裸地化および造成が進められている傾向が示されていると考えられる．

また，赤色範囲は点在しており，ここで用いた衛星観測期間内の植樹事業による影響と推察さ

れる．この赤点の多数の分布に関しては，この期間で植樹そのものが進行している場合や，至

近の植樹実施のための土壌整備の一環としての木材チップによる表層被覆措置などによって

比較的高い NDVI 値を示す傾向が現地調査からも推察されたため，植樹事業推進の複数の要因

が含まれている可能性があることに留意する必要がある（図 3.22，図 3.23）．これらから

NDVI 値の差分手法を用いることで，視覚的に海岸林領域の海岸林の増減や復旧事業による影

響が容易に把握することが可能であった． 

 

 

 

図 3.21 NDVI 値の差分解析結果 
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図 3.22 差分解析結果の拡大図 
 

 

図 3.23 現地写真(2018 年 3 月 9 日) 
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3.6. 本章のまとめ 

被災地は災害直後のみならず，災害数年後までの長期的な復旧・復興計画を行うため，最適

な間隔で効果的な観測手法を用いたモニタリングが必要である．本章では，東日本大震災で発

生した津波により，甚大な被害を被った仙台平野の周辺沿岸域を対象に海岸堤防や復旧道路，

海岸林を含む沿岸域の造成工事を対象に災害前を含む 5 時期の時系列データセットを構築す

ることで，被害の形態やその後の応急復旧工事や復興工事の進捗状況をモニタリングした． 

高分解能光学衛星画像のパンシャープン画像の目視判読により海岸堤防の被害からその応

急復旧工事，復興工事の進捗を面的に把握できた．また，多重防災によるかさ上げ道路である

東部復興道路の工事進捗状況も面的に把握できた．また，植生の活性度を示す NDVI 値を用い

ることで植栽事業の造成工事および植生の生長過程が効果的に把握できた．また，各種画像か

ら得られた目視判読結果と現地調査結果を比較することにより，目視判読結果の整合性を確認

した．加えて，災害前の海岸林領域に対して各観測画像の NDVI 値の構成比を比較することで

災害直後の NDVI 値の低下と海水の流入によるナラ枯れの影響を確認した．また復旧工事にお

ける残存林の撤去と造成工事における裸地化の影響を把握された．さらに，復旧・復興フェー

ズにおける海岸林の面的な変化課程の把握方法として，災害 3 年後と災害 5 年後の NDVI 値

の差分を行うことで，造成工事の進捗について把握手法を提案した． 

これらから時系列な光学衛星画像データセットを構築することで，広域に面的に，さらには

時系列的に復旧・復興フェーズの工事の進捗を把握することが可能であることが示された．加

えて，NDVI 値を算出することで沿岸域に整備されていた海岸林および造成工事の把握が可能

であることが示され，その他観測ツールと比較し，優位性が示されたと考えられる．また，光

学衛星画像のみならず SAR 衛星を併用することで重点把握インフラのモニタリングに利用可

能と考えられる． 

ただし，日本においては，工事進捗は定期的に公表されることが多い．そのため，衛星画像

による復旧・復興工事の進捗状況の把握は視覚的に捉えるで有効であるが，実務上の優位性は

ほとんどないと考えられる．一方，大規模な被害が発生しやすい東南アジアでは，その被害規

模の大きさと観測ツールが乏しいという 2 点から復旧・復興工事の進捗管理として優位性があ

ると考えられる． 
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 結論および展望 
4.1. 本研究の結論 

 本研究では，光学・SAR 衛星画像のそれぞれの改善手法について双方の特性を活かした災害

直後フェーズでの利用について検討を加えた．まず．平成 27 年 9 月関東・東北豪雨で被災し

た茨城県常総市の浸水被害と平成 30 年 7 月豪雨で被災した岡山県倉敷市真備町を対象に災害

直後フェーズでの光学・SAR 衛星および空間情報を利用した抽出手法の提案を行った．利用し

た衛星画像の観測時間に併せた国土地理院の空中写真による推定浸水結果と比較し，改善手法

の適用についてその有効性を評価した．また，光学・SAR 衛星画像の双方の課題である建物位

置の浸水域の抽出手法について，街区形状の街区ポリゴンを用いることで街区内の浸水面積と

建物面積に焦点を当てることで，抽出手法の提案を行った．加えて，2 時期間の SAR 衛星画像

による干渉解析処理により得られる干渉度を示すコヒーレンス値を利用することで浸水建物

を判別し，災害前後の強度情報から得られた浸水域とマージすることで，抽出手法の提案を行

い，その有効性について検討を加えた．さらに平成 30 年 12 月のアナク・クラカタウ火山の山

体崩壊により発生した周辺沿岸域への津波被害域の抽出についてフリーで入手可能な準リア

ルタイム衛星画像を用いることにより，災害直後における有用性を検討した． 

また，復旧・復興フェーズにおける衛星画像の利用検討のため，東日本大震災で発生した津

波により，甚大な被害を被った仙台平野の周辺沿岸域を対象に海岸堤防や復旧道路，海岸林を

含む沿岸域の造成工事を対象に，災害前を含む5時期の時系列データセットを構築することで，

被害の形態やその後の応急復旧工事や復興工事の進捗状況をモニタリングした．この結果から

復旧・復興事業の進捗状況の継続的な定期的に適切な把握について時系列データセットの利用

について，その有効性を検討した． 

災害直後フェーズおよび復旧・復興フェーズのそれぞれの検討結果を以下に要約して示す． 

 

① 災害直後フェーズ 

 光学衛星画像による浸水域を抽出する場合，河川から堤内に流入する水が泥や砂が混入す

ることから，砂漠化の指標として用いられている GSI 値を災害後のみの衛星画像に適用

することで，衛星画像のみで国土地理院による推定浸水域と比較して，抽出率 70%，正答

率 73%程度の評価が得られた．以上から河川洪水且つ河川沿いに水田が整備されている洪

水被害の場合，GSI 値による浸水域抽出の有効性が認められた．また，岡山県倉敷市真備

町で使用した衛星画像は災害後のみの SPOT-7 衛星画像であり，マルチスペクトルの分解

能で 6m 程度であり，災害前のアーカイブ画像がない場合も本手法は適用できることや，

6m クラスの分解能でも大凡の浸水域は抽出できたと考えられる．ただし，光学衛星画像

のみでは建物の位置する箇所において抽出が困難であった． 

 光学衛星画像の浸水域の抽出結果に対し，基盤地図情報 10mDEM，河川区域の空間情報

を用いることで正答率の向上が確認できた．また，抽出した浸水域に囲まれる領域の補正

を行うことで，さらに抽出率の向上が確認できた．ただし，DEM データを用いる場合は，

事前に公表されている浸水ハザードマップや該当地域の地域特性を把握することでその

閾値を設定する必要がある．また，浸水域に囲まれる抽出結果の補正はくぼ地では適用す

ると過抽出となるため，平地における空間処理の適用においても考慮する必要がある． 

 浸水建物の抽出のため，建物を示すポリゴンデータと災害前後の 2 時期間の干渉度を示す
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コヒーレンス画像を用いることで，浸水建物と非浸水建物の判別を行った結果，建物内の

コヒーレンス値の平均値を求めることで対象範囲内の建物において抽出率 66%，正答率

67%に分類できるよう閾値を設定したことで大凡の浸水推定建物の特定に有効であるこ

とが示された． 

 

 SAR 衛星画像による浸水域を抽出する場合，地表面の粗さ（ラフネス）の変化から浸水を

示す水面への変化をとらえるため，振幅情報から変換した後方散乱係数の差から閾値を設

定することで抽出を行った．その結果，SAR 衛星画像のみの抽出では，国土地理院の推定

浸水域と比較し，抽出率 70%，正答率 35%程度であった．正答率が比較的低い理由は，フ

ィルタ処理で減じているものの SAR 特有のノイズが混在している理由と考えられる．な

お，SAR 衛星は夜間・悪天候でも観測することが可能であることから深夜に発生した場合

や，悪天候が続く場合は災害対応の立案にも利用することが想定できることから，得られ

た浸水域の抽出結果は利用できる可能性がある．ただし，光学衛星画像と同様に建物立地

領域の抽出は強度情報からは困難である傾向であった．これは衛星観測方向側の領域にお

ける災害後に形成された水面と建物側面の 2 面反射が形成される領域で顕著であった． 

 SAR衛星画像の浸水域の抽出結果に対し，光学衛星画像と同様に，基盤地図情報10mDEM，

河川区域の空間情報を用いることで正答率の向上が確認できた．この改善段階に対し，コ

ヒーレンス値による浸水推定建物をマージすることで，浸水域の抽出結果として提案した．

その結果，改善手法前後で比較して抽出率が 2%程度向上することを確認し，災害直後フ

ェーズでの利用における有効性を確認した． 

 インドネシア国のアナク・クラカタウ火山の山体崩壊による津波の被害領域の抽出手法に

ついて検討した．災害前後の同季節に観測された各 3 シーン，計 6 シーンのフリーで入手

が可能である空間分解能 30m 程度中分解能光学衛星画像である Landsat-8 衛星による災

害直前・直後のスペクトラル補正および雲補正の有効性が確認できた．また，NDVI 値の

差分による閾値を用いることで浸水域を抽出した結果，災害後の光学衛星画像の目視判読

結果と比較して，抽出率が 38%～55％，正当率は 59％～73％であった．抽出率は低い結

果となったが，海岸線沿いに抽出できていることから大凡の被害域の形状は把握すること

が可能であることが示された．ただし，建物被害域については未抽出である傾向が示され

た．これらから本災害のような広域的な被害に対する概要調査としての利用可能性が示さ

れた． 

 光学衛星画像と同様にフリーに入手可能である C バンドの波長特性を有する Sentinel-1

衛星画像を用いて津波被害域の抽出の検討を行った．強度情報と干渉解析結果から得られ

るコヒーレンス画像をカラー合成して得られる MTC 画像による浸水域の抽出においては，

津波被害による後方散乱係数の低下およびコヒーレンス値の低いピクセル値を示す領域

の傾向を示されたものの，明瞭に把握することは困難であった．また，津波により森林が

大規模に流出した領域は明瞭に判読が可能であった．これらの検討結果から，即応性が求

められる災害対応での利用可能性も示されたと考えられる． 

 

以上より，災害直後フェーズでの衛星画像および空間情報を利用した浸水域の抽出結果に対

し，光学および SAR 衛星を主とした抽出結果の提案を行った結果，それぞれ衛星画像のみの
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解析結果から空間情報を併用した提案手法の方が浸水域の精度が向上したことが確認された．

また．従来，衛星画像のみでは判断が困難であった建物領域の浸水に対して，街区ポリゴンを

利用した提案手法とコヒーレンス値を利用した提案手法を用いることで浸水推定建物の抽出

の有効性を示すことができた．このことは災害直後フェーズにおける衛星画像のさらなる利用

に期待ができると考えられる．観測後に準リアルタイムにフリーに入手が可能な中分解能な光

学衛星画像による広範囲におよび津波被害域の抽出手法が検討され，災害直後の概要調査とし

ての有効性を示すことができた．また，SAR 衛星画像においては，抽出は困難であることが推

測されるが，MTC 画像による大規模な土地被覆の変化は判読可能であった．今後，津波被害

域の判読・抽出手法について検討を進める必要がある． 

災害直後フェーズにおける光学・SAR 衛星画像および地理空間情報を併用した解析および

利用方法について検討を行った結果から，災害時における災害情報の収集において効果的であ

ることが示されたと考えられる．また，光学・SAR 衛星のコンステレーションにおける利用に

ついて本手法の適用性が検証できたと考える． 

 

② 災害復旧・復興フェーズ 

 東日本大震災の災害前から災害から 5 年後の 5 時期の高分解能衛星画像から得られるパ

ンシャープン画像および NDVI 値から仙台海岸沿岸域の海岸堤防や復興道路および海岸

林を対象に復旧・復興状況を把握・抽出した．大規模災害による長期的な復旧過程の中で，

特に重要視される初期期間の復旧過程を，高分解能衛星画像による時系列データセットを

構築したことで詳細に把握できた．このことで，仙台海岸沿岸域の海岸堤防や周辺インフ

ラの復旧状況と植生環境変化の過程が時系列なパンシャープン画像の判読処理から把握

できた．ただし，日本においては，工事進捗は定期的に公表されることが多い．そのため，

衛星画像による復旧・復興工事の進捗状況の把握は視覚的に捉えるで有効であるが，実務

上の優位性はほとんどないと考えられる．一方，大規模な被害が発生しやすい東南アジア

では，その被害規模の大きさと観測ツールが乏しいという 2 点から復旧・復興工事の進捗

管理として優位性があると考えられる． 

 高い空間分解能で面的に得られた地表からの分光特性について画像処理を施すことによ

り，応急復旧および本復旧工事による地表環境の変化状況や，残存海岸林および周辺植生

の面的な変化過程と NDVI 値を用いた植生の健全度の統計的分布の観点から効果的に示

された．また，植樹支援に伴う地表環境の状況も NDVI 値の分布特性から考察する可能性

を示唆することができた．このことは植樹および植生の生長などに伴う海岸林の健全度を

把握する効果的な手法として考察された． 

以上の検討結果より，災害直後および災害後の復旧状況の把握に時系列な高分解能衛星画像

データセットを構築することにより，復旧過程の特徴把握や進捗状況の長期的且つ継続的な変

化過程のモニタリングに有効に活用されることが示唆されたと考えられる． 

本研究では，浸水災害時における衛星画像を用いた浸水域の現状の抽出手法は，衛星画像の

みからの抽出がほとんどであり，空間情報あるいは異種衛星との併用による災害直後フェーズ

での手法の検討には至っていないことや，衛星画像の特徴である広域的・周期的に観測できる

特性を活かした復旧・復興フェーズでの利用はほとんど検討されていない課題に対して，災害

直後フェーズと復旧・復興フェーズでの衛星画像による浸水域の抽出手法の高度化と異種衛星
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による併用手法の開発を目的とした．また，災害対応を担う政府・地方自治体の意思決定への

寄与を目標とした．その結果，災害直後フェーズにおいて，各種衛星の特性や地理空間情報を

併用した高精度な浸水域の抽出手法を確立した．さらにその適用範囲を把握することにより，

社会実装のための実災害時の緊急を要する災害直後の初期的な概要調査としての被害情報の

収集に対しての利用方法についての有用性が示された．復興・復興フェーズにおいては，適切

な復旧・復興事業計画の把握手法の利用可能性が示されたと考えられる．  
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4.2. 今後の展望と課題 

本論文は，光学衛星画像と SAR 衛星画像および空間情報を利用した災害直後フェーズにお

ける浸水被害領域の抽出について従来の浸水域抽出手法に変わる，衛星コンステレーションを

見据えた抽出手法について検討したものである．さらに，災害復旧・復興フェーズにおいて応

急復旧工事，復興フェーズに焦点を当てて，特に広域な災害における被災地を対象として，時

系列的なデータセットの構築を行うことで，インフラの工事進捗状況や植生環境について変化

過程の把握手法について提案したものである．本論文の趣旨は，近年国内・国外において衛星

画像のみならず宇宙産業におけるパラダイムチェンジが予想される中，衛星画像および空間情

報を利用して災害大国である日本における災害対応の実利用に即した解析技術の向上を検討

した．また，光学・SAR 衛星の各種特性を活かした利用方法について検討を進めることで，衛

星コンステレーションを見据えた光学・SAR 併用の災害時の利用方法についても検討を行い，

その可能性を指摘したことにある．特に，従来衛星画像のみの解析では困難であった浸水建物

の抽出の課題に対し，その課題解決のために空間情報の利用およびコヒーレンス値を利用した

改善手法を提案して評価検討を行うことができたと考えられる．これらの検討結果は今後，同

様の災害に対して適用し，その利用特性について整理することでより手法のブラッシュアップ

をおこない，衛星画像の災害利用における社会実装について検討を継続する必要がある． 

今後は，衛星画像の広域且つ周期的な観測特性を活かし，光学・SAR 衛星画像の特性を活か

した本研究での提案手法を適用することで浸水域の抽出結果の精度向上が期待できると考え

られる．このことは，災害対応を担う政府および地方自治体における災害時の立案および意思

決定について寄与するものと考えられる．また，職員は被災者対応に多忙を極めるため，災害

対応時の概略的かつ面的な災害領域の特定は困難であることが東日本大震災の経験から言わ

れており，本研究で得られた知見は，被災状況の把握の迅速化が可能であると考えられる．さ

らに，被災状況の概略調査における衛星画像解析においてはアウトソーシングすることにより，

職員の負担を軽減することが可能となり，オールジャパンとしての防災・減災の取り組みの一

旦を担うことが期待される．また，復旧・復興時のモニタリングは，効果的に利用できること

が示されたと考えらえる．被害を最小限に抑えるためには，災害直後の対応が最も重要である

が，平時からの備えが必要であり，時系列データセットを構築することでその被害を面的に捉

えることも可能である．また，時系列データセットを構築することで災害のみならず多方面・

他分野の衛星画像を利用することが可能であり，多角的な利用に対して応用可能であると考え

られる． 
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りました．本当にありがとうございました．今や全国で活躍されている同期入社の皆には多大

なる活力とエールをいただきました．本当にありがとうございました． 

JAXA 在職時にプロジェクトの進め方などを懇切丁寧にお教えいただきました JAXA 内藤

一郎氏，戸田謙一氏，宮崎景太氏（現三菱電機株式会社），石野達哉氏（現一般財団法人リモー

トセンシング技術センター），櫻井洋祐氏（現 ESRI Japan）には大変お世話になりました． 

研究室の同窓生である石濱侑起氏，中川大輔氏，丸本和徳氏及び研究室に在籍し研究活動に

勤しんだ同期及び修了生，卒業生の皆様，本当にありがとうございました． 

最後に厳しくもいつも暖かく見守ってくれる両親，優しく接してくれた祖父母，いつも応援

してくれる妻子，親戚一同の皆様に心から感謝申し上げます． 

令和元年 9 月 

園部 雅史 


